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どうしてベラルーシ語を「死んだ」言葉などと言うのか。	 (Чаму беларуская мова «мёртвая» мова?) 
(Колас 1906=1976:303) 
 
	 20 世紀のベラルーシ文学を代表する作家ヤクブ・コーラス(Якуб Колас)がこう嘆いたのは、1906
年のことだった。当時帝政ロシアの支配下にあったベラルーシは、その後ソヴィエト連邦の構成共
和国としての時代を経て 1991 年に独立国家となり、ベラルーシ語は新たな独立国家の国家語












































再生のために達成されるべき理論的課題として以下の 6 つの点を指摘している(クリスタル 2000＝
2004:181-197)。 
 
	 	 ① 優位な共同体社会内で当該危機言語の話者の地位が向上すること 
	 	 ② 優位な共同体との比較において当該危機言語の話者が富裕になること 
	 	 ③ 優位な共同体からみて当該危機言語の話者が法的に力を増すこと 
	 	 ④ 当該危機言語の話者が教育制度の中で強い存在感をもつこと 
	 	 ⑤ 当該危機言語の話者が自分たちの言語を書き記すことが可能になること 










































































































                                            







































第1 章	 ベラルーシにおける言語状況・言語政策の歴史 
	 本章では、ベラルーシ地域における言語状況及び言語政策の歴史的展開を、同地域の政治支配史
を主軸にまとめ、政治支配状況の変遷が言語状況にどのように影響したのかを中心として論じる。














えられており、それ以前の紀元前 3000〜2000 年頃から 4〜5 世紀頃までの間は現代ベラルーシの領











                                            



















の首都とするキエフ・ルーシ(Кіеўская Русь/ Киевская Русь)が成立し、10 世紀末頃までにはキエフ・
ルーシは東スラヴ人の領域の大部分を統合した10。 






                                            
7 印欧語族、バルト語派の中の西バルト語に属し、古プロシア語に近くその一方言とされることもあるが、しばしば独立し
た言語とも言われる。リトアニア語では jotvingių kalba、ロシア語ではятвяжский язык、ポーランド語では jęyzk jadźwiński、
英語ではYatvingian (村田1992:557)。 













いる(Новик, Е., Качалов, Новик, Н. 2012: 33)。 







ラルーシ人言語学者のフョーダル・ヤンコウスキ (ーФёдар Міхайлавіч Янкоўскі)は、ロシア人、ベラ
ルーシ人、ウクライナ人の三民族に共通の言語であるならば、「古ロシア語」ではなく「共通東スラ
ヴ語」(агульнаўсходнеславянская мова/ общевосточнославянский язык)とするのが合理的だろうと指
摘している(Янкоўскі1989: 11)。 
	














シャフマトフ (Алексей Шахматов) の説 
	 ロシア標準語の歴史は古教会スラヴ語のロシア化(русификация)の歴史であり、キエフ時代の言語の実態は書き言葉とし
ての教会スラヴ語と話し言葉としての東スラヴ民衆語の二言語併用(двуязычие, bilingualism)であった。 
オブノルスキ  ー (Сергей Обнорский) の説 
	 キエフ・ルーシの書き言葉は東スラヴ人の口語を基盤としてキリスト教受容以前に既に自生・発達を遂げていたもので
あり、古教会スラヴ語の影響はその後に加わった二次的なものであった。(ロシア標準語の自生説) 
ヤクビンスキ 	ー(Лев Якубинский) の説 




	 キエフ・ルーシの標準語(древнерусский литературный язык)には書物用教会スラヴ語のタイプ(книжнославянский тип)と

















ウスペンスキ  ー (Борис А.Успенский) の説13 



















ドとの間の契約文書』 (Дагаворная грамата смаленскага князя Мсціслава Давыдавіча з Рыгай і 
Гоцкім берагам)であり、この文書はベラルーシ語の諸特徴を明確に示す現存する最古の文献として
知られている(Жураўскі, Прыгодзіч 1994: 147)。 
	 12 世紀頃よりキエフ・ルーシは、徐々に遊牧民との戦いや諸公の内紛による戦乱によって国力を



































                                            





























大公国戸籍簿』(Метрыка Вялікага княства Літоўскага)24や、1529 年、1566 年、1588 年の3 度にわ
                                            
19 この東スラヴ系の住民の名称については各言語で様々な表記が存在する。ロシア語ではрусины、ウクライナ語ではрусини, 
руський、ベラルーシ語ではрусіны, рускі、ポーランド語ではRusini, Ruski、ドイツ語ではRuthenen, Ruthenisch、フランス語
ではRuthènes, Ruthène、英語ではRuthenians, Ruthenian などである(Мозер 2002: 224)。日本においては、服部(2004a)、ディン
グレ (ー2003)などが英語表記に基づく「ルテニア」という名称を既に導入していることから、本論文ではこれにならう。 
20 リトアニア大公国の住民の約8割は東スラヴ系の住民によって占められていたとされ、リトアニア人はどちらかといえば
少数派であったと言われている(Новик, Е., Качалов, Новик, Н. 2012: 69)。 
21 古標準ベラルーシ語(старабеларуская літаратурная мова)という呼称の歴史はまだ浅く、19世紀から20世紀前半にかけては
特にロシア人研究者を中心として「西ロシア語」(западно-русский язык)と呼ばれることが一般的であった(Шакун 1994c:531) 
22 リトアニア語表記に基づくとジギマンタス・アウグスタス(Žygimantas Augustas)、ポーランド語表記に基づくとジグムント




(Жураўскі, Прыгодзіч 1994: 148)。 
 13 
たって出された『リトアニア大公国法典』(Статут Вялікага княства Літоўскага)などである。3 つ
の版の『リトアニア大公国法典』のうち特に、ベラルーシ地域の言語政策及び言語状況に関わる重
要な内容を直接含むのは、1566年のリトアニア大公国第2法典の第4章「裁判官及び裁判について」
(РОЗДЕЛЪ 4-й О СУДЬЯХЪ И О СУДЕХЪ)の第１条「郡における裁判官の選出について」
(АРТЫКУЛЪ 1 О ВЫБИРАНЬЮ СУДЕЙ ВЪ ПОВЕТЕ)にみられる次の一節である。 
 
«А писаръ земскій маеть по Руску литерами и словы Рускими вси листы и позвы писати, а не 
























                                            
25 『バルクラバウスキ年代記』(Баркулабаўскі летапіс)など。 
26 エウラショウスキ(Ф. М. Еўлашоўскі)の『歴史的回想記』(Гістарычныя запіскі)、フィリポヴィチ(А. Філіповіч)の『ディヤ
リウシュ』(Дыярыуш)など。 
27 『アレクサンドリア』(Александрыя), 『トロイ物語』(Аповесць пра Трою), 『トリスタン物語』(Аповесць пра Трышчана),
『ボヴァ物語』(Аповесць пра Баву), 『アッティラ王史』(Гісторыя пра Атылу), 『スカンデルベグ物語』(Аповесць пра 
Скандэрбега)など。 








『受難』(Пакуты Хрыста)や『3 人の予言者王の物語』(Аповесць пра трох каралёў-вешчуноў)、『神
























                                            





































































                                            




































アシュミャンスキ郡のロスク村(мястэчка Лоск) に新たな活版印刷所が設立された(Новик, Е., Качалов, Новик, Н. 2012: 147)。ブ
ドヌイもその時期にロスクにて自身の著作の出版を行っている。ロスクで出版されたブドヌイの代表的著作としては、自身
の序言と注釈を付した『福音書』(Евангелле, 1574 年)、『キリスト教信仰の主たる原理について』(Аб асноўных артыкулах 






























                                            
37 イウエ(Іўе)、クレツク(Клецк)、ニャスヴィシュ(Нясвіж)、コイダナヴァ(Койданава)、リュブチャ(Любча)、ロスク(Лоск)、
ナヴァフルダク(Навагрудак)など。 



































                                            
40 これには当時のローマ教皇が西ヨーロッパで失ったカトリック信者を東スラヴ人で補填しようとし、さらにロシア、中国、
インド等へのカトリック教普及の足がかりとしようとしていたこともその背景にある。 

































                                            
42 しかし、その後反ユニエイト論争に関する論説をポーランド語によって出版し、そのかどで印刷所は閉鎖へと追い込まれ
た。 







『裁判』(Трыбунал, 1586 年)や『リトアニア大公国法典(1588 年)』(Статут Вялікага княства 











定着し、ルテニア語の使用義務は事実上形骸化していった(Жураўскі, Прыгодзіч 1994: 150)。そうし
た中、17 世紀末に全ての公的文書がポーランド語で書かれることが法律により正式に定められ、ル
テニア語は事実上公的文書における使用が認められなくなった。それを定めたのが、次に示す1696
年8 月29 日付けの「共和国」諸階級全連盟の決議文である。  
 
«Dekreta wszystkie Poliskim ięyzkiem odtąd maią być wydane, dawnieysze Akta, y inscriptiones, Decreta 







	 この 1696 年の決定は、社会の教養階級のポーランド語への言語シフトの流れを確たるものとし、
ルテニア語は書き言葉としての機能を著しく低下させていった。18 世紀には、ルテニア語は一部の
ポーランドの劇作家の作品中で滑稽な効果を出すために使用される他45にはほぼ見られなくなり、
                                            
44 Konfederacya Generalna Ordinum Regni et Magni Ducatûs Lithvaniæ : Po niedoszłey Konwokacyi głowney Warszawskiey umowiona 
Roku Panskiego 1696. dnia 29. Miesiąca Sierpnia, Coæquatio jurium una cum ordinatione judiciorum tribunalitiorum, et repartitione 
locationeq; exercituum M. D. Lithvanæ 






















	 その後、白・黒・赤の指す領域は歴史と共に変動し49、先に述べたように 16 世紀後半から 17 世
紀頃までには、現代ベラルーシの領域の中部及び東部が「白ルーシ」と呼ばれるようになり、西ベ
ラルーシの領域は同時期に「黒ルーシ」と呼ばれるようになっていった。ちなみに「赤ルーシ」は
                                            
46 この頃のルテニア語による書籍として唯一知られるのが1722年にスプラスリ(Супрасль/Supraśl)のユニエイト教会の印刷所
で出版された『Збор выпадкаў кароткі』である。 
47 本節の内容は特に明記しない限り、Новик, Е., Качалов, Новик, Н. (2012: 22-28)、伊東(1989)に基づく。 








に現れるのは 13 世紀後半、1284 年以降のことであり、当初は現代ウクライナの一部、ガリツィア地方を指して用いられて
いた。14〜15世紀になると西ヨーロッパの文献においてЧёрная русьはルーシの地の最西部、リヴォニアやリトヴァ、ポー
ランドとの国境地域を表すのに用いられるようになったが、その後、16世紀末頃〜17世紀に現代ベラルーシの西部地域を表





























1772 年、1793 年、1795 年の三度にわたるポーランド分割の結果、その領土を失い急速に衰退した。
現在のベラルーシの領域は、この三度のポーランド分割の結果、ほぼすべての領域が帝政ロシアの
支配領域に組み込まれることになった。三度目のポーランド分割の翌年の 1796 年、そして 1801〜
1802 年に帝政ロシア政府により実施された行政改革によりベラルーシの領域は、最終的にモギリョ
                                            
50 1578 年にポーランド系イタリア人のグアニーニ(A. Guanini)によって書かれた『サルマチア・ヨーロッパ論』(Sarmatiae 
Europeae descriptio)に見られる記述に基づく(Новик, Е., Качалов, Новик, Н. 2012: 24)。 
51 本節の内容は特に明記しない限り、Новик, Е., Качалов, Новик, Н. (2012: 162-174,181-193, 199-205, 213-228)、Жураўскі, 
Прыгодзіч (1994: 150-151)、早坂(1998)に基づく。 
 24 
フ県(Могилёвская губерния)、ヴィテプスク県(Витебская губерния)、グロドノ県(Гродненская 








	 1802 年、帝政ロシアでは新たに国民教育省(Министерство народного просвещения)が設立され、





















































Юрэвіч, Яновіч(1968)である。Крамко, Юрэвіч, Яновіч(1968: 10)は、まず危険な愛国主義的感情を煽
                                            






動する出版物への注意喚起を促した 1847 年の検閲指令をあげ、さらに、1859 年のロシア語出版物
におけるラテン文字 (法律原文では「ポーランド文字」)使用の禁止を定めた通達、及び 1859 年の
























きず、1863 年5 月にはこうした東部地域での蜂起が鎮圧された。 
	 同 1863 年 5 月に帝政ロシア政府はヴィリノ総督にミハイル・ニコラエヴィチ・ムラヴィヨフ
(Михаил Николаевич Муравьёв)を任命し、一連のロシア化政策を開始した。具体的にはポーランド
人官僚はロシア人へと変更され、カトリック教の修道院及び教会は閉鎖された。またムラヴィヨフ








































の音声的特徴や文法的特徴、語彙的特徴などが明らかにされていった。特に 19 世紀後半から 20 世
紀はじめにかけて、ベラルーシ語研究に関わる数多くの業績を残したのが、ヤウヒム・カールスキ




















































年、1939 年、1959 年、1970 年、1979 年、1989 年、及び独立後の 1999 年、2009 年のものが存在す




























































ーシの民間シンクタンクの社会・経済・政治独立研究所 (Independent Institute of Socio-Economic and 
Political Studies、以下 IISEPS とする)による調査データである。IISEPS は、年数回、ベラルーシ国内










面を分析できる。本章では、IISEPS の調査データから「母語」に関する 2005 年の調査データ、日
                                            


























する調査の結果を参照する。UO/BSU による調査は、国勢調査や IISEPS の調査とは異なり、言語状
況の把握に特化した調査である点が特徴的である。 
調査サンプルは、ベラルーシの方言区分に基づいて選ばれた 6 つの都市及び首都ミンスクからそ
れぞれ 200 名ずつを無作為抽出した合計 1400 名からなり、調査の規模としては IISEPS の調査とほ
ぼ同じである。調査サンプル1400 人のうち1230 人が民族的にベラルーシ人であり(つまり全サンプ
ルの 88%)、その比率は最新の 2009 年の国勢調査時のベラルーシ人の人口比 83.7%とほぼ近い値に
なっている(Хентшель, Киттель 2011:62-63)。また、調査の際の使用言語にも配慮がなされており、
                                            





71 正式名称は、カール・フォン・オシエツキー大学オルデンブルク(独：Carl von Ossietzky Universität Oldenburg、英：Carl von 
Ossietzky University Oldenburg)。 
72 2つの大学の英語名の略称UO (University Oldenburg,オルデンブルグ大学)とBSU(Belarusian State University, ベラルーシ国立
大学)に基づく。 
73 調査はオルデンブルグ大学のG. Hentschel教授(スラヴ語学)とB. Kittel教授(社会学)が、ベラルーシ国立大学ベラルーシ語
史学科のС.Запрудскі教授及びベラルーシ国立大学附属社会政治研究センターのセンター長Д.Ротман教授の協力の下にベラ
ルーシ国内で実施したものである(Хентшель, Киттель 2011:62)。 
 33 
外部からの調査者がベラルーシの住民とのコミュニケーションを取る上で不要な含意74を含まない、
中立的な言語としてロシア語を使用した旨が説明されている (Хентшель, Киттель 2011:64)。 
	 このUO/BSU による調査では、「母語」(родной язык)、「第一言語」(первый язык)、「日常使用言



















75 ここでは、「母語」(родная мова/родной язык)と第一言語が別々に問われている。 





























































































































間でも広く支持されている(服部2004b:130、Хентшель, Киттель 2011:63 など)。 
また、こうしたベラルーシの言語状況の特徴と共に見逃せないのが、1999 年から2009 年の10 年
間にベラルーシ語が「母語」と「家庭言語」の両項目において衰退している点である。「母語」の項



















ベラルーシ語	 ロシア語	 2言語80	 混成語81	 ベラルーシ語	 ロシア語	 2言語	 混成語	
国勢調査(2009)	 53.2 41.5   23.4 70.2   
IISEPS(2005,2010)82	 41.5 50.8 4.6  2.1 63.8 12.1 21.8 








しかしながら、表2 に示した IISEPS とUO/BSU のデータから明らかなように、「母語」と日常使
用言語のどちらの項目についても、回答の選択肢に混成語が加わると、この混成語を「母語」ある
いは日常使用言語としてあげる者が一定数を占めるようになる。その割合は、「母語」の項目では全
体の約 3 割、「日常使用言語」の項目では2〜4 割程度と決して少なくない割合を占める。興味深い














                                            












































































小村	 (хутор) 農業都市、ニュータウン、農村に該当しない居住地域。 
                                            
83 ベラルーシ共和国行政地域制度法第8条より。 
84  Система доступа к итоговым данным переписи населения Республики Беларусь 2009 года через сеть Интернет	
(http://belstat.gov.by/homep/ru/perepic/2009/database.phpより、2014/01/06閲覧)の中のметодлогия より確認できる。なお、確認で





















































	 	 都市部	 農村部	
1999年国勢調査	 6,961,516人 (69.3％) 3,083,721人 (30.7％) 























年の時点で農村部住民の約9 割、2009 年の時点でも約8 割がベラルーシ語を「母語」であると見な
している。農村部住民の家庭言語については、1999 年の時点で7 割以上、2009 年の時点では6 割程
度がベラルーシ語をあげており、農村部は都市部と比べてベラルーシ語が実質的に日常使用言語と
して機能していることがわかる。また、農村部は都市部と比べて「母語」と家庭言語の状況の乖離
                                            
86 本表の作成に当たっては統計資料(34: 11), 統計資料(21:17-18)を参照した。 




特に家庭言語として用いる言語については、1999 年、2009 年ともに約8 割と大多数の都市住民がロ













集計すると、以下の表5 及び図3 のグラフのようになる。 
 
表5	 都市部と農村部の人口動態(単位：千人)88	
	 	 1959年	 1970年	 1979年	 1989年	 1999年	 2009年	
総人口	 8,055,714 9,002,338 9,532,516 10,151,806 10,045,237 9,503,807 
都市部人口	 2,480,505 3,907,783 5,234,295 6,641,337 6,961,516 7,064,529 










                                            












































                                            
89 本図の作成に当たっては統計資料(35:8, 26, 40)を参照した。 




ベラルー シ語	 ロシア語	 2言語92	 混成語	 ベラルー シ語	 ロシア語	 2言語	 混成語	
国勢調査
(2009)	
都市部	 44.1 49.8   11.3 81.9   
農村部	 79.7 17.7   58.7 36.2   
IISEPS	
(2005,2010)93	
首都	 40.5 51.5 3.9  0 87.1 6.6 6.3 
州都	 31.8 63.1 1.1  0.4 84.5 10.2 4.9 
大都市	 34.5 61.3 4.6  1.4 74.7 11.0 12.8 
小都市	 45.1 41.9 9.8  2.8 45.2 12.4 39.0 
農村	 49.1 43.7 3.9  4.5 38.8 18.0 38.3 
UO/BSU	
(2011)	
大都市	 35.0 44.8  20.2 1.2 82.5  16.3 
小都市	 41.3 26.7  32.0 5.1 56.6  38.3 
ニュー タウン	     4.7 44.4  50.9 




















こうした農村部の混成語の使用についての IISEPS の調査データ及び UO/BSU の調査データから
                                            























   

















                                            






















か、1999 年からの10 年間でどのような変化が生じたのかという点を中心に分析する。 
まず、国勢調査のデータに基づき、ベラルーシ共和国におけるフロドナ州、ブレスト州、ミンス
ク州、ヴィツェプスク州、マヒリョウ州、ホメリ州の各州と首都ミンスク市の「母語」と「家庭言









                                            


























































































































































































































                                            

























































                                            

























	 1959年	 1970年	 1979年	 1989年	 1999年	 2009年	
フロドナ州人口	 1,076,789人 1,120,395人 1,127,465人 1,163,608人 118,178人 1,072,381人 
	 ベラルーシ人	 60.1% 65.1% 61.9% 60.3% 62.3% 66.7% 
	 ポーランド人	 30.9% 24.7% 26.5% 25.9% 24.8% 21.5% 










                                            









1999年	 2009年	 1999年	 2009年	
全数(人)	 860,624 634,735 635,673 375,919 
	 ベラルーシ人	 75.4% 77.5% 70.3% 73.0% 

















2.4.3. 国勢調査と IISEPSの調査データの比較にみる日常使用言語をめぐる状況 




                                            
101 本表の作成に当たっては統計資料(21:238-239), 統計資料(35:392-393)を参照した。 
102 こうしたベラルーシにおける東西差と民族主義のかかわりに関しては服部(2004b:170-176)が詳しい。 
 47 










州全体	 50.1 41.6   20.2 70.7    
	 ミンスク市	 35.2 52.6   5.8 82.1    
	 首都以外	 69.4 27.4   38.9 56.0    
フロドナ州	 59.2 36.1   35.1 56.5    
ブレスト州	 53.7 42.6   26.7 70.1    
ヴィツェプスク州	 52.5 44.2   22.4 73.2    
マヒリョウ州	 55.1 41.9   19.6 76.5    




ミンスク市	 40.5 51.5 3.9 4.3 0 87.1 6.6 6.3 0 
首都以外	 36.0 59.2 1.0 3.4 0.9 44.2 9.4 45.5 0 
フロドナ州	 43.2 44.1 1.2 14.2109 12.0 53.1 21.1 12.6 1.2 
ブレスト州	 39.3 55.5 4.7 0.6 0.4 79.0 12.1 8.5 0 
ヴィツェプスク州	 44.3 51.6 2.4 1.0 3.0 62.7 15.9 17.9 0.5 
マヒリョウ州	 53.3 35.7 10.1 2.3 0.6 54.8 7.3 37.3 0 













勢調査のデータより 1 割程度少なく、どの州も 5〜6 割程度となっている。ブレスト州だけが約 8
割とやや高めである。ベラルーシ語とロシア語の 2 言語を使用する住民は、どの州でも 1 割前後を
占めるが、フロドナ州のみが約 2 割とやや高めである。混成語の使用に関しては、州による差がみ
られ、特に東部地域のマヒリョウ州とホメリ州においては日常使用言語としてあげられる割合が 3
                                            

















る。国勢調査の各調査年(1999 年, 2009年)の民族構成は、以下のとおりである(表10 を参照)。	
	
表10	 1999年と2009年の民族構成 111 
	 	 ベラルーシ人	 ロシア人	 ポーランド人	 ウクライナ人	
1999年	 8,159,073人 (81.2％) 1,141,731人 (11.4%) 395,712人 (3.9%) 237,014人 (2.4%) 
2009年	 7,957,252人 (83.7％) 785,084人  (8.3%) 294,549人 (3.1%) 158,723人 (1.7%) 
 












































































































































































                                            
































                                            
113 2000年12月～2001年3月にかけて、ミンスク州、フロドナ州、ホメリ州の10都市(それぞれ州都を含む)の成人住民から
















	 	 1959年	 1970年	 1979年		 1989年	 1999年	 2009年	
ベラルーシ人が	
「母語」とみなす言語	
ベラルーシ語	 93.2 90.1 83.5 80.2 85.6 60.8 
ロシア語	 6.8 9.8 16.5 19.7 14.3 37.0 








                                            
115 本表の作成に当たっては統計資料(19:124-125), 統計資料(20:192), 統計資料(48:108-109), 統計資料(35:317-318)を参照した。 




































































表12 ベラルーシ国民の世代別の「母語」と日常使用言語の状況 (%)118 
 「母語」	 日常使用言語	
ベラルー シ語	 ロシア語	 2言語119	 その他120	 ベラルー シ語	 ロシア語	 2言語	 混成語	 その他121	
IISEPS	
(2005,2010)122	
18-19歳	 33.6 60.5 1.4 1.7 1.6 71.4 14.3 12.7 0 
20-24歳	 35.3 58.8 4.5 2.2 0 80.7 12.1 7.1 0.1 
25-29歳	 31.4 61.0 6.1 1.5 0 82.2 9.6 8.1 0.1 
30-39歳	 36.3 59.2 3.8 3.3 1.7 72.6 11.7 14.0 0 
40-49歳	 37.5 55.2 4.8 3.2 0.7 69.7 11.0 17.6 1.0 
50-59歳	 46.4 48.3 4.0 2.2 1.5 64.9 12.4 21.1 0.1 
60歳以上	 53.5 33.9 5.5 7.0 5.1 38.8 13.7 42.4 0 
UO/BSU	
(2011) 
18-29歳	     2.4 65.6  32.1  
30-49際	     5.5 54.5  40.0  












日常使用言語としてあげている者の割合は、IISEPS のデータでは 40 代までほとんど差はなく各世
代とも7~8 割程度である。UO/BSU のデータでは、ロシア語を日常使用言語としてあげている者の
割合はやや低くなるが、それでも40代までは5割半ば~6割半ばで大きな差はない。ただし、IISEPS、
UO/BSU のどちらのデータにおいても、50 代以上、60 代以上の年配者になるとロシア語を日常使用
                                            
























ベラルー シ語	 ロシア語	 2言語124	 その他125	 ベラルー シ語	 ロシア語	 2言語	 混成語	 その他126	
IISEPS	
(2005,2010)127	
民間労働者		 32.8 63.2 2.6 1.4 0.8 82.1 10.7 5.9 0.5 
公務員	 39.5 54.4 5.5 2.7 1.2 65.1 12.1 21.5 0.1 
学生	 31.3 59.8 4.0 2.7 1.1 78.5 10.8 9.6 0 
年金生活者	 51.9 36.5 5.0 6.6 4.2 40.8 12.8 42.2 0 













































(общее базовое образование)、普通中等教育 (общее среднее образование)、専門技術教育












	 学歴別にみたベラルーシ国民の言語状況についてのデータは、今回参照した 3 つの統計データで
は、国勢調査には該当するデータはなく、またUO/BSU は日常使用言語に関するデータのみが確認
できた。IISEPS のデータでは「母語」と日常使用言語の両方が公開されていたが、今回は比較の可
能な日常使用言語の状況に特に絞って比検討する(表14 参照、参考までに IISEPS による「母語」の
データも載せる)。 
 
表14	 学歴別の「母語」と日常使用言語の状況 (%)131 
	 母語	 日常使用言語	
ベラルー シ語	 ロシア語	 2言語132	 その他133	 ベラルー シ語	 ロシア語	 2言語	 混成語	 その他134	
IISEPS	
(2005,2010)135	
初等教育	 46.6 33.3 7.1 11.7 8.8 31.9 4.4 54.9 0 
基礎教育	 53.5 38.6 3.6 3.9 3.3 51.9 14.3 30.5 0 
中等教育	 42.3 53.5 3.4 2.6 1.9 65.7 11.9 20.3 0.2 
中等専門教育	 34.5 59.2 4.5 2.6 1.3 67.3 12.4 18.5 0.5 
高等教育	 35.3 56.5 7.0 2.6 0 80.0 14.1 5.9 0 
UO/BSU	
(2011)	
初等教育	          
基礎教育	     2.3 48.8  48.8  
中等教育	     5.7 47.2  47.2  
中等専門教育	     4.2 50.1  45.7  
高等教育	     3.4 73.6  23.1  
※ 網掛け欄は該当するデータのない箇所である。 
	  
	 表 14 に示すように、IISEPS のデータ及びUO/BSU による調査データのどちらにおいてもベラル













































第3 章	 地位計画：ベラルーシ語の法的地位と実質的地位の乖離をめぐって 
 



























                                            
137 ベラルーシ語でдзяржаўная мова、ロシア語でгосударственный язык。 




































                                                                                                                                   
れもロシア語の使用領域や機能の制限に関して極めて決断力に欠ける内容であったことを指摘している。 



























                                            
142 ベラルーシ地域における国家語政策に関しては、しばしば、16 世紀半ばに定められたリトアニア大公国法典における行







書簡は国家語たるベラルーシ語にて行われなければならない。」という内容がみられる(Belarusian Institute of Arts and Science, 
Belarusian Literary Association 1998: 74)	
 61 
表15	BSSR憲法における言語政策にかかわる内容144 
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ド語で表記される	 	                
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対して）           [第158条] 
母語による教育 母語による学校教育(少数民族に対して)	          [第21条] 
母語による学校教育 
	 	 	 	 	 	       [第96条] 
母語による学校教育 
	 	 	 	 	 	 	 	     [第43条] 
 
	 BSSR 憲法に言語に関する規定が初めて現れたのは、1927 年採択の憲法においてである(以下、





                                            
144 BSSR憲法1927年版、1937年版、1978年版に基づき、筆者が独自に作成した。 
145 この 4 言語が最初に公的な言語として言及されたのは、1920 年に発表されたベラルーシ・ソヴィエト社会主義共和国独
立宣言においてである。なお、ベラルーシ語、イディッシュ語、ロシア語、ポーランド語の 4 言語が選ばれたのは、当時の
ベラルーシにおける民族構成が大いに関連している。1926年の全ソ連国勢調査によれば、当時のベラルーシの民族構成はベ
ラルーシ人 80.6%、ユダヤ人 8.2%、ロシア人 7.7%、ポーランド人 2.0%であった。このうち特にユダヤ人は都市部に多く居
住しており、当時のベラルーシの都市住民の民族構成は、ベラルーシ人39.3％、ロシア人15.6%，ポーランド人2.3％に対し
ユダヤ人は40.1%を占めていた(統計資料1:98-103)。 














































ベラルーシ語 4, 363校 6,153人 296,182人 
ロシア語 118校 289人 11,299人 
ポーランド語 129校 162人 6,159人 
イディッシュ語 146校 445人 11,212人 
ベラルーシ語とロシア語 362校 646人 29,746人 
その他 45校 76人 2,060人 






ベラルーシ語 176校 2,193人 66,563人 
ロシア語 18校 305人 7,910人 
ポーランド語 12校 145人 2,627人 
イディッシュ語 53校 733人 13,778人 
ベラルーシ語とロシア語 40校 600人 15,988人 
その他 9校 180人 4,078人 





















                                            
150 Zaprudnik(1993:81)によるH. Niamiha, “Education in Belorussia Before the Rout of ‘National Democracy’:1917-1930, ” Institute for 
the Study of the USSR, Belorussian Review, No.1(Munich, 1955), p.53の引用。 
 64 
に9827 校あったベラルーシ語学校は、ソ連末期の1988 年には3690 校にまで減少した(Булыка 1989: 

















なわち2 言語使用の国家体制の原型は、既に1920 年代の地位計画に見られることが判明した。 
	  
3.3. ペレストロイカ期以降のベラルーシにおける言語の法的地位	





2004: 197)。各共和国の言語法の採択日は、以下の表17 のとおりである。 
 
 








共和国名 採択日 法令名 
エストニア 1989年1月18日 「言語について」 
リトアニア 1月25日 「リトアニア・ソヴィエト社会主義共和国の国家語の使用について」 
ラトヴィア 5月5日 「言語法」 
タジキスタン 7月22日 「タジク・ソヴィエト社会主義共和国の言語について」 
モルドバ 9月1日 「モルドバ・ソヴィエト社会主義共和国の国家語の地位について」 
カザフスタン 9月22日 「カザフ・ソヴィエト社会主義共和国における諸言語について」 
キルギス 9月23日 「キルギス・ソヴィエト社会主義共和国における国家語について」 
ウズベク 10月21日 「ウズベク・ソヴィエト社会主義共和国における言語について」 
ウクライナ 10月28日 「ウクライナ・ソヴィエト社会主義共和国における諸言語について 
ベラルーシ 1990年1月26日 「ベラルーシ・ソヴィエト社会主義共和国における諸言語について」 
トルクメニスタン 5月24日 「トルクメン・ソヴィエト社会主義共和国の言語について」 
 
	 表 17 に見られるように、基幹民族の民族語を国家語として規定する言語法の採択は、1989 年 1
月18 日のエストニアを皮切りに、1 月25 日にリトアニア、5 月5 日にラトヴィアと、バルト三国が
先導する形で進んでいった。国境を接するバルト地域での相次ぐ言語法採択の中、ベラルーシにお
いてもベラルーシ語を「国家語」として法制化する必要性について議論が高まり、1989 年 6 月 27
日にベラルーシ語の復興や普及を目的とする民間団体である、フランツィスク・スカリナ記念ベラ
ルーシ語協会(Таварыства беларускай мовы імя Францышка Скарыны)が創設された。ベラルーシ語協
会はその創立大会でBSSR 最高会議あてに請願書を出し、ベラルーシ語に早急に共和国国家語の地
位を付与することを求めた(Таварыства беларускай мовы 2009:5)。 











語として法的に保護発展する絶対的な権利を持っていると述べた(Горбачёв 1989: 38)。その後、9 月

















り、特に教育分野での言語使用を定めた第 22 条〜第 24 条に対しては法案採択直後の議場で批判が
殺到する事態となった。すなわち、採択された言語法では第22 条で国民にベラルーシ語とロシア語
















                                            
155 ここにみるように、ベラルーシにおける言語法の制定は旧ソ連諸国の中でも比較的遅かった。これは、ベラルーシにおけ
る言語法制定のプロセスが、単純に民族語であるベラルーシ語の保護への熱意を主要な推進力としたものというよりは、
Мечковская (2013 : 37)が指摘するように、一方では「ソ連邦の中心」とロシア語に対する忠誠の関係を保持しつつ、他方では
ソヴィエト民衆の「主権のパレード」にも遅れまいとするという複雑かつ慎重な志向が絡みあって進んだためであるといえ
る。 













年 10 月に採択されたウクライナの言語法を模倣したものであった。実際にウクライナの 1989 年言





第1章 総則 第1章 総則 













7 言語に関する資料と文献の保全 （該当する条文なし） 








10 国家権力機関と国政機関の決定に関する言語 7 国家権力機関と国政機関の決定に関する言語 





13 専門文書及び企画文書の言語 10 専門文書及び企画文書の言語 
14 UkSSR国民の身分を証明する書類の言語 11 BSSR国民の身分証明書の言語 
15 大会、会議、その他のフォーラムの言語 12 大会、会議、その他のフォーラムの言語 
                                            
157 「UkSSRにおける諸言語についての法律」（1989年）及び「BSSRにおける諸言語についての法律」（1990年）を元に筆
者が独自に作成した。 
158 Ukrainian Soviet Socialist Republic(ウクライナ・ソヴィエト社会主義共和国)の略。 
 68 
16 人民代議員の選挙における文書の言語 13 人民代議員の選挙における文書の言語 
17 サービス分野の言語 14 サービス分野の言語 
18 訴訟手続きの言語 15 訴訟手続きの言語 
19 行政上の法律違反に関する処理の執行言語 16 行政上の法律違反に関する処理の執行言語 
20 公証人役場の言語 17 公証人役場の言語 
21 調停作業の言語 18 調停業務の執行言語 
22 検察機関の言語 19 検察機関の言語 
23 法律相談の言語 20 法律相談の言語 
24 国際条約と国際協定の言語 21 国際条約と国際協定の言語 
第3章 教育、学術、情報科学、文化の言語 第3章 教育、学術、文化の言語 
25 養育と教育の言語 22 民族語による養育と教育を受ける権利 
26 就学前児童教育機関の養育言語 23 就学前児童教育機関の養育言語 





29	  言語についての入学試験 26 言語についての入学試験 
30 学術分野における言語 27 学術分野における言語 
31	  情報科学の言語 （該当する条文なし） 
32 文化分野における言語 28 文化分野における言語 
第4章 情報と通信における言語 第4章 情報と通信における言語 
33	  大衆情報メディアの言語 29	  大衆情報メディアの言語 
34	  郵便・電信事業の言語 30 郵便・電信事業の言語 
35	  掲示物及び報道の言語 31	  掲示物及び報道の言語 
36	  商品標識の言語 32 商品標識の言語 





38	  地名及び地図出版物における言語 34	  地名及び地図出版物における言語 













































































 1990年 1991年 1992年 1993年 1994年 1995年 
ベラルーシ語
 20.8 23.0 28.2 34.1 40.5 34.8 
ロシア語




 1990年 1991年 1992年 1993年 1994年 1995年 
本/冊子 435 (15.4%) 425 (17.5%) 550 (23.3%) 787 (26.9%) 795 (23.8%) 661 (20.6%) 
雑誌 36 (27.9%) 40 (29.0%) 45 (29.0%) 66 (33.3%) 81 (37.7%) 77 (34.2%) 




 1990年 1991年 1992年 1993年 1994年 1995年 
本/冊子 9.3 (16.9%) 10.0 (18.9%) 12.3 (17.1%) 18.4 (18.7%) 17.0 (21.1%) 12.5 (19.9%) 
雑誌 33.3 (61.6%) 16.2 (47.0%) 15.4 (48.6%) 11.3 (49.6%) 8.2 (45.3%) 5.7 (49.6%) 






























らの猛抗議にあい、1994 年 3 月に採択された新憲法においては、ベラルーシ語の唯一の「国家語」
としての地位が辛うじて明記されることになった(Запрудскі 2002:102)。ただし、妥協点として、ベ
ラルーシ語を国家語として規定した条文の中で、民族間交流語としてロシア語を自由に使用する国
民の権利も合わせて明記された(1994 年憲法:第 17 条)。さらにこの新憲法採択に際しては、同時に
世論で声高に主張されていた、親が子供の養育・教育言語を選ぶ権利にも配慮がなされ、教育言語
を選択する自由に関する規定が盛り込まれたのである (1994 年憲法:第50 条)。 









                                            





















票は、強権的なやり方で実行手続に入り、1995 年 5 月 14 日に実施されることになった(Запрудскі  
2002:105)。 





























































このように 1998 年言語法におけるベラルーシ語の「国家語」としての法的地位は、1990 年言語
法よりもさらに名目的なものとなっており、その地位は極度に形骸化していると言わざるを得ない。












2005 年、2007 年、2009 年、2010 年、2011 年、2012 年、2013 年と度々小規模な改定が行われ、現
在に至っている。しかし、それらの改定の内容はいずれも、ベラルーシ語の実質的な地位と法的な
地位の乖離を積極的に是正していくというよりは、むしろベラルーシ語の不使用を社会的にいかに
合法化するかという点で行われている印象が否めない。例えば、2007 年版の第29 条と2013 年版の
第29 条では、いかなる場合に掲示物や広告において国家語の使用義務を免れ得るかについて詳細が
追加されている他、2008 年版には第23 条で、障害者が国家語の学習のうち一方を免除されること、














	 しかし、第 2 章で確認したように現在のベラルーシでは国民の大半が実質的にロシア語を日常使
用言語としている状況にあり、国家語の１つであるベラルーシ語の使用を法律により厳格に義務化
することは、憲法が彼らに保障する母語を使用する権利及び教育言語を選ぶ権利(ベラルーシ共和国

























                                            






















































スについて1) 規範の選別	(Selection of norm)、2) 規範の範例化	(Codification of norm)、3) 機能の造
成	(Elaboration of function)、4) 共同体による受容	(Acceptance by the community)173という4 段階から
なるモデルを導いた(Haugen 1966:933)174。ハウゲンは、その後1983 年に発表した論考において関連
する議論や自身の説に対する修正案を踏まえて、この標準語化プロセスのモデルを再び取り上げ、
見直しを行っている(Haugen 1983)。特にハウゲンは、ハインツ・クロス(Heinz Kloss)が1969 年の論





 形式 (Form) [政策立案] 機能 (Function) [言語の洗練] 
社会	(Society) 
[地位計画] 
1.	選択 (Selection) [決定の過程] 
	 a) 問題の特定 (identification of problems) 
	 b) 規範の割り当て (allocation of norms) 
3.	実施 (Implementation) [教育による普及] 
	 a) 手続きの修正 (correction procedures) 
  b) 評価 (evaluation) 
言語 (Language) 
[実体計画] 
2.	範例化 (Codification) [標準化の過程] 
	 a) 文字化 (graphization) 
	 b) 文法規範化 (grammatication) 
	 c) 語彙化 (lexication) 
4.	造成 (Elaboration) [機能の発展] 
	 a) 用語の近代化 (terminological modernization) 
	 b) 文体の発展 (stylistic development) 
	  





b) 文法規範化 (grammatication)、c) 語彙化 (lexication)をあげ、「造成」に関わる具体的な課題として、




                                                                                                                                   
として位置付けた。 
173 ハウゲンは、この段階を後に「機能の実施」(implementation of function)と修正している (Haugen1983:270)。 
174 selection, codification, elaborationの訳語はクルマス(1987:83)によった。 




176 Haugen (1983: 275)に基づく。 
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範例化における課題	
a) 文	 字	 化	 ：正書法の確立等によって書き言葉としての形式を定着させること	
b) 文法規範化	 ：正しい文法規則を導き出し、文法書などに定式化すること	



































正	 書	 法		 （文字化の成果）	
1934年 『ベラルーシ語正書法』ベラルーシ科学アカデミー言語学研究所 178 
1959年 『ベラルーシ語の正書法及び句読法の規則』BSSR科学アカデミー言語学研究所 179 
2008年 『ベラルーシ語の正書法及び句読法の規則』ベラルーシ共和国国立法律情報センター180 
文	 法	 書		 （文法規範化の成果）	
1935-1936年 『ベラルーシ語文法』(音声・正書法編、形態論編), ベラルーシ科学アカデミー言語学研究所 181 
1962-1966年 『ベラルーシ語文法』(全2巻), BSSR科学アカデミー言語学研究所 182 
1985-1986年 『ベラルーシ語文法』(全2巻), BSSR科学アカデミー言語学研究所 183 
2007-2009年 『簡略ベラルーシ語文法』(全2巻), ベラルーシ国立科学アカデミー言語学研究所 184 
辞	 	 	 書	 （語彙化の成果）	
 ベラルーシ語・ロシア語辞典/ロシア語・ベラルーシ語辞典	
 1925年 『ベラルーシ語・ロシア語辞典』ベラルーシ文化研究所 (バイコウ, ニェクラシェヴィチ(編)) 185 
 1928年 『ロシア語・ベラルーシ語辞典』ベラルーシ文化研究所 (バイコウ, ニェクラシェヴィチ(編)) 186 
 1937年 『ロシア語・ベラルーシ語辞典』BSSR科学アカデミー文学・芸術・言語研究所 (アレクサンドロヴィチ(編)) 187 
 1953年 『ロシア語・ベラルーシ語辞典』BSSR科学アカデミー言語学研究所 (コーラス, クラピヴァ,フレブカ(編)) 188 
 1962年 『ベラルーシ語・ロシア語辞典』BSSR科学アカデミー言語学研究所 (クラピヴァ(編)) 189 
 詳解辞典	
 1977-1984年 『ベラルーシ語詳解辞典』(全5巻) BSSR科学アカデミー言語学研究所 190 
 1996年 『標準ベラルーシ語詳解辞典』ベラルーシ科学アカデミー言語学研究所 191 
 2016年 『標準ベラルーシ語詳解辞典』ベラルーシ国立科学アカデミー言語学研究所 192 
専門用語辞典	 （用語の近代化の成果）	
1922-1930年 『ベラルーシ語学術用語集』(全24巻) ベラルーシ文化研究所 193 
※ BSSRはByelorussian Soviet Socialist Republic (ベラルーシ・ソヴィエト社会主義共和国) の略である。 




                                            
177 Лукашанец(2014)に基づき、重要だと思われる文献を適宜補って筆者が独自に作成した。 
178 Беларуская акадэмія навук, Інстытут мовазнаўства (1934) Правапіс беларускай мовы, Менск.  
179 Акадэмія навук БССР, Інстытут мовазнаўства (1959) Правілы беларускай арфаграфіі і пунктуацыі, Мінск. 
180 Нацыянальны цэнтр прававой інфармацыі Рэспублікі Беларусь (2008) Правілы беларускай арфаграфіі і пунктуацыі, Мінск. 
181 Беларуская акадэмія навук, Інстытут мовазнаўства (1935) Беларуская граматыка: Фанетыка і правапіс, Мінск.  
   Акадэмія навук БССР, Інстытут літаратуры і мовы (1936) Беларуская граматыка: Марфалогія, Мінск. 
182 Акадэмія навук БССР, Інстытут мовазнаўства (1962) Граматыка беларускай мовы. Том І Марфалогія, Мінск. 
   Акадэмія навук БССР, Інстытут мовазнаўства (1966) Граматыка беларускай мовы. Том ІІ Сінтаксіс, Мінск. 
183 Акадэмія навук БССР, Інстытут мовазнаўства (1985) Беларуская граматыка. Том І, Мінск. 
   Акадэмія навук БССР, Інстытут мовазнаўства (1986) Беларуская граматыка. Том ІI, Мінск. 
184 Нацыянальная акадэмія навук Беларусі, Інстытут мовазнаўства (2007) Кароткая граматыка беларускай мовы.Том I, Мінск. 
   Нацыянальная акадэмія навук Беларусі, Інстытут мовазнаўства (2009) Кароткая граматыка беларускай мовы.Том II, Мінск. 
185 Інстытут беларускай культуры (Некрашэвіч, С., Байкоў, М.) (1925) Беларуска-расійскі слоўнік, Мeнск. 
186 Інстытут беларускай культуры (Некрашэвіч, С., Байкоў, М.) (1928) Расійска-беларускі слоўнік, Мeнск. 
187 Акадэмія навук БССР, Інстытут літаратуры, мастацтва і мовы (Александровіч, А.) (1937) Руска-беларускі слоўнік, Мeнск. 
188 Академия наук БССР, Институт языкознания (Колас, Я., Крапивы К., Глебка, П.) (1953) Русско-белорусский словарь, Москва. 
189 Акадэмія навук БССР, Інстытут мовазнаўства (Крапивы К.) (1962) Беларуска-рускі слоўнік, Москва. 
190 Акадэмія навук БССР, Інстытут мовазнаўства (1977-1984) Тлумачальны слоўнік беларускай мовы, у 5 т., Мінск. 
191 Нацыянальная акадэмія навук Беларусі, Інстытут мовазнаўства (1996) Тлумачальны слоўнік беларускай літаратурнай мовы, 
Мінск. 
192 Нацыянальная акадэмія навук Беларусі, Інстытут мовазнаўства (2016) Тлумачальны слоўнік беларускай літаратурнай мовы, 
Мінск. 





























                                            
194 タラシケヴィチ規範 (тарашкевіца)という名称は、標準ベラルーシ語の体系的な規範整備の初の試みとして知られる『学
校のためのベラルーシ語文法』(Беларуская граматыка для школ)を1918年に上梓し、標準ベラルーシ語の規範確立に大きく















1) 自発的発展の段階（19 世紀初め〜1920 年頃） 
	 作家や言語学者など個々人の活動を中心にベラルーシ語が書き言葉として確立していった段階 
2) 政策的発展の段階（1920 年頃〜1933 年） 
	 ソヴィエト政権下で、ベラルーシ語の標準語化が国家主導で政策的に進められていった段階 
3) 分裂的発展の段階（1933 年〜1980 年代前半） 
	 正書法改革を機に、ベラルーシ語の標準語規範の分裂が生じそれぞれが発展していった段階 
4) 競合的発展の段階（1980 年代後半〜2000 年代前半） 
	 ベラルーシ国内で公式規範とタラシケヴィチ規範の競合関係が生じ、対立が深まって行く段階 















                                            
196 特に出典が明示されない限り、本節の内容はЖураўскі, Прыгодзіч (1994: 150-151)に基づく。 




ヤン・チャチョト(Ян Чачот/ Jan Czeczot)198、ヤン・バルシュチェウスキ(Ян Баршчэўскі/ Jan 






















                                                                                                                                   
明らかでない。『逆さのアエネイス』は 1845 年に雑誌『灯台』(Маяк)において、『パルナソスのタラス』は 1889 年に新聞
『ミンスク小新聞』(Минский листок)においてそれぞれ初めて活字として掲載された(Шакун1994b:409)。 




































として扱われたのである(Крамко, Юрэвіч, Яновіч 1968: 10)206。ベラルーシ語による書き言葉の実践
が、より広い大衆の手に届くようになるには、20 世紀に入り、帝政ロシア政府が出版に関する規制
を廃止するまで待たねばならなかった。 
                                            
204 ヴィリニュス近郊のスヴィラヌィ村(Свіраны, 現リトアニア)の出身(Ламека, Собаль1994: 67)。 
205 特に著名なのは、彼がマチェヤ・ブラチュカ(Macieja Buraczka)というペンネームで 1891 年にクラコフで出版した作品集
『ベラルーシの葦笛』(Macieja Buraczka, Dudka białaruskaja, Kraków, 1891)の序文である。ベラルーシ語学の祖として知られる
カールスキーは、自身の主著である『ベラルーシ人』の中でこのバフシェヴィチの著書こそがベラルーシ語の発展の進路に

















ド説(польская канцэпцыя)である(Кулеш 2015: 9-10)。このため、ベラルーシ語に対する言語学的な関
心は19 世紀には方言研究としての性格を帯びており、ベラルーシ語の言語的特徴はポーランド語な
いしロシア語の口語や地域方言を論ずる枠組みを前提に説明された。 
	 例えば、1822 年にモスクワにてコンスタンチン・カライドヴィチ(Константин Калайдович)によっ





ンド民族：その慣習と民間信仰』(Lud polski: jego zwyczaje, zabobony)210も、同じく19 世紀前半を代表
するベラルーシ語に関する学術的記述を含む著作の1 つであるが、ベラルーシ人(lud biało-ruski)は、
その著書の中でポーランド民族のサブ・グループとして扱われた上で、その慣習や伝統と合わせて
その言語的特徴が記述されている(Кулеш 2015: 10)。 
	 しかし、19 世紀半ばには、方言研究の枠組みの中で発展したベラルーシ語研究の著作の中でも、
後のベラルーシ語の標準語化を支える貴重な資源となるものが現れるようになる。1870 年にペテル
ブルクにおいて出版されたイヴァン・ナソヴィチ(Іван Іванавіч Насовіч/Иван Иванович Носович)211に
                                            
207 特に出典が明示されない限り、本節の内容はПрыгодзіч (1994: 142-143)に基づく。 
208 すなわち、当時のベラルーシにおける言語状況は、ロシア語とポーランド語がH 変種、ベラルーシ語がL 変種として社
会の中で相補的に機能するダイグロシアの状況にあったと特徴付けることができる。 
209 Калайдович, К. “О белорусском наречии”, Труды общества любителей российской словесности при императорском 
Московском университете, Ч. 1, Москва, 1822. 
210 Gołębiowski, Ł. Lud polski: jego zwyczaje, zabobony, Warszawa: w drukarni A. Gałębiowskiego i spółki, 1830. 
211 現在のマヒリョウ州のフラジヴェツ村(Гразівец)の出身(Суднік 1994: 379)。 
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諸特徴を研究したパヴェル・シュピレウスキ (ーПавел Міхайлавіч Шпілеўскі/ Павел Михайлович 
Шпилевский)213、ヴィツェプスク地方とマヒリョウ地方の口碑文芸の記述的研究から同地域のベラ
ルーシ語の語彙的・文法的特徴を明らかとしたラマナウ・ラマナヴィチ(Раманаў Еўдакім Раманавіч/ 
Романов Евдоким Романович)214、スモレンスク地方と南東ベラルーシの民俗文化及び言語的特徴の
研究で知られるウラジーミル・ダブラヴォリスキ (ーУладзімір Мікалаевіч Дабравольскі/ Владимир 
Николаевич Добровольский)215、スルツク郡とマズィリ郡を中心とする南ベラルーシのベラルーシ語
及びポレシエ地方の言語的特徴をフィールド調査に基づき詳細に記述したアリャクサンドル・セル
ジュプトウスキ (ーАляксандр Казіміравіч Сержпутоўскі / Александр Казимирович Сержпутовский)216
などは、特に代表的な研究者として知られる。 
	 また、ベラルーシ語の語彙研究の分野で19 世紀最大の成果を残した研究者としては、ヤゼプ・チ
ヒンスキ (ーЯзэп Ціхінскі)217があげられる。チヒンスキーは、19 世紀中頃の生まれで、現在のマヒリ
                                            
212 Носович, И.И. Словарь белорусского наречия, СПб.: ОРЯС Имп. АНб, 1870. 
213 現在のミンスク州のシィピラヴィチ村(Шыпілавіч)の出身。1843〜1847 年の間、ペテルブルグ神学アカデミーで学ぶ。彼
の『ベラルーシ方言辞典』(Словарь белорусского наречия, 1845 年)、『ベラルーシ方言簡易文法』(Краткая грамматика 
белорусского наречия, 1845年)、『ベラルーシ語についてのベラルーシ人の覚書』(Заметки белорусца о белорусском языке, 1853
年)は 19 世紀中期のベラルーシ語研究の代表的著作であるが、刊行には至らず、現在手稿のままサンクトペテルブルクの科





文献学部を修了している。彼の代表的著作である『スモレンスク地方辞書』(Добровольский, В.Н. Смоленский областной 




ベラルーシ方言の文法概説』(Сержпутовский, А.К. Грамматический очерк белорусского наречия дер. Чудина, Слуцкого уезда, 
Минской губернии, СПб., 1911.)を出版。帝政ロシア崩壊後は、ソ連政権下のベラルーシにて標準ベラルーシ語の正書法整備に
かかわった(Германовіч 1994e: 481)。 












	 こうした 19 世紀を通じて発展していったベラルーシ語研究の集大成ともいうべき業績を残した
のが、記述言語学的研究と文献学的研究に基づいてベラルーシ語の言語的特徴を明らかにしたヤウ






された全 3 巻、全 7 冊よりなる『ベラルーシ人』(Белорусы)221は、とりわけ代表的な研究著作とし
て知られる。全3 巻のうち、1908 年から1912 年にかけて刊行された第2 巻(全3 冊より成る)が『ベ
ラルーシ民族の言語』と題されてベラルーシ語の言語学的研究の成果が詳細に記述されている。そ
の第1 冊が『ベラルーシ方言の音声に関する歴史的概説』、第2 冊が『ベラルーシ方言における語形
                                            
218 ただし、チヒンスキーの『ベラルーシ語・ポーランド語・ロシア語辞典』の手稿は、一部(アルファベットのВ, Н, О, Рの
項目)が第二次世界大戦により失われた。戦火を免れた残りの手稿はリトアニア科学アカデミーの附属図書館に保管されてい
る(Гуліцкі 1994b: 604)。 
219 カールスキーに関するここでの記述は特に明示されない限りБулахаў (1994: 255-256)に基づく。 
220 現在ではニコライ・ゴーゴリ名称ニェジン国立大学として知られるウクライナ北部ニェジン市の大学。 
221 それぞれ、第1巻は『言語及び民族文芸研究概論』、第2巻は『ベラルーシ民族の言語』、第3巻は『ベラルーシ民族文芸
作品集成』というテーマで構成されており、第2 巻と第3 巻がそれぞれ3 冊からなるため計7 冊からなる。出版地は第1 巻
及び第2巻がワルシャワ、第3巻がモスクワ及びペトログラード(ペテルブルク)と巻号ごとに異なる。詳細は以下のとおり。 
【第1巻】Карский, Е.Ф. Белорусы. Т. I. Введение в изучение языка и народной словесности, Варшава, 1903. 
【第2巻】Карский, Е.Ф. Белорусы. Т. II. Язык белорусского племени. Кн. 1. Исторический очерк звуков белорусского наречия, 
Варшава, 1908., Карский, Е.Ф. Белорусы. Т. II. Язык белорусского племени. Кн. 2. Исторический очерк словообразования и 
словоизменения в белорусском наречии, Варшава, 1911., Карский, Е.Ф. Белорусы. Т. II. Язык белорусского племени. Кн. 3. Очерки 
синтаксиса белорусского наречия. Дополнения и поправки, Варшава, 1912. 
【第3巻】Карский, Е.Ф. Белорусы. Т. III. Очерки словесности белорусского племени. Кн.1. Народная поэзия, Москва, 1916., 
Карский, Е.Ф. Белорусы. Т. III. Очерки словесности белорусского племени. Кн. 2. Старая западнорусская литература, Петроград, 
1921., Карский, Е.Ф. Белорусы. Т. III. Очерки словесности белорусского племени. Кн. 3. Художественная литература на 






















	 20 世紀に入り帝政ロシア政府は、経済危機(1900~1903 年)や日露戦争での敗北(1904~1905 年)とい
った経済的・対外的な危機に、1905 年の血の日曜日事件をきっかけに始まった第一次ロシア革命に
よる騒乱が重なり、国内で高まる民族解放運動、民族問題に対して一定の譲歩をせざるを得ない状





	 サンクトペテルブルグでは、1906 年 5 月にベラルーシ出版協会「我らが窓辺にも日が差す」
(Беларускае выдавецкае таварыства “Загляне сонца і ў наша аконца”)が設立され、第一次世界大戦から
その活動が中止されるまでの約10 年の間、ベラルーシ語による書籍出版の重要な拠点として機能し
                                            
222 特に出典が明示されない限り、本節の内容はЖураўскі, Прыгодзіч (1994: 153-154)に基づく。 
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た。同出版協会は、ヤンカ・クパーラ(Янка Купала)、ドゥニン=マルツィンケヴィチ、フランツィ
シャク・バフシェヴィチといった 19 世紀半ばから 20 世紀初頭にかけて活躍した作家のベラルーシ






ーシャ・ニヴァ紙』	(Наша Ніва/Naša Niwa)226の創刊である。このうち1906 年の11 月に創刊された
『ナーシャ・ニヴァ紙』は、ベラルーシ人大衆の民族意識の啓蒙をその使命としながら、20 世紀初
頭に活躍した数々のベラルーシ人作家及び社会活動家の言論の場として重要な役割を果たし、第一















れたものの再版)と『ベラルーシの馬鍬』(Smyk białaruski) (1894年にポズナンで出版されたものの再版)などがある(Жураўскі, 
Прыгодзіч 1994: 153)。 
224 チョトカによる『ベラルーシ人児童のための第一読本』(Першае чытанне для дзетак беларусаў)やヤクブ・コーラスによ
る『ベラルーシ人児童のための第二読本』(Другое чытанне для дзяцей беларусаў)、及び著者匿名の『ベラルーシ語初等読本あ
るいは読み物についての最初の学問』(Беларускі лемантар або Першая навука чытання/ Biełaruski lementar abo pierszaja nawuka 
czytańnia, キリル文字版とラテン文字版の2種類が刊行)などが出版された(Жураўскі, Прыгодзіч 1994: 153)。 
225 『ナーシャ・ドーリャ紙』(Наша Доля)は史上初の合法的なベラルーシ語新聞として1906年9月に創刊されたが、第6号
の出版ののち、同年12月に出版禁止となった(Жураўскі, Прыгодзіч 1994: 153)。 
















(Баляслаў Пачобка/ Baliaslaŭ Pačobka)による『ベラルーシ語文法』(Hramatyka biełaruskaj mowy, 1916
年)、アントン・ルツケヴィチ(Антон Луцкевіч/Anton Luckevič)による『ベラルーシ語で正しく書くた
めに』(Jak prawlina pisać pa biełarusku, 1917 年)及び『ベラルーシ語正書法』(Biełaruski prawapis, 1918
年)228、1918 年のルドルフ・アビフト(Rudolf Abicht)による『短期間で読み書きできるようになる簡














                                            
227 例えば、ベラルーシ語ではロシア語と同様に母音/o/が非アクセント下で母音/a/の発音と同化するア音化がみられるが、ロ
シア語ではこれを綴りに反映させないのに対しベラルーシ語ではこれを綴りに反映させる。一方、子音に関しては、例えば
ベラルーシ語では子音з / z /は無声子音が後続すると逆行同化を起こして無声化するが、これはベラルーシ語でも同様に無声
化が生じるロシア語と同じく綴りに反映されない。 
例) ベラルーシ語：вайна́ —ロシア語：война́  ただし、ベラルーシ語：казка — ロシア語：сказка 
228 1917年の『ベラルーシ語で正しく書くために』の増補版。ヤン・スタンケヴィチ(Ян Станкевіч/ Jan Stankievič)と共著。 
229 本段落のタラシケヴィチ及び『学校のためのベラルーシ語文法』に関する記述は Германовіч (1994f:558)、Шакун(1994a: 







ーシ語文法』(Беларуская граматыка для школ/ Biełaruskaja hramatyka dla škol)の初版を上梓した230。 
	 同書は、全5 章より成り、第1 章が「音声」(Гукі/Huki)、第2 章が「品詞」(Часціны мовы/Čaściny 


















                                            
230 当時は、ベラルーシ語の表記にはキリル文字と合わせてラテン文字も広く用いられていたことから、1918 年出版の本書
初版は同一の内容でキリル文字版とラテン文字版の2つのバージョンがほぼ同時に刊行された。 
231 第2章内は同書の約半分を占め、名詞 (імя/imiá)、形容詞 (прыме́та/pryméta)、数詞 (чысло/čysło)、代名詞 (займя/zajmiá)、








234 例えば、1921年に出版されたヤゼプ・リョーシク(Я. Лёсік)の『ベラルーシ語実践文法』(Практычная граматыка беларускай 
мовы)やヤン・スタンケヴィチ(Я. Станкевіч)の『練習問題付きベラルーシ語正書法』(Беларуская правапісь з практыкаваннямі)
など。 
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235 ベラルーシ語名は Савецкая Сацыялістычная Рэспубліка Беларусі (略称 ССРБ)で、その後 Беларуская Савецкая 
Сацыялістычная Рэспубліка (略称БССР)と改称するが、本章では日本語訳を「ベラルーシ・ソヴィエト社会主義共和国」、略
称を同国英語名Byelorussian Soviet Socialist RepublicよりBSSRで統一する。 
236 ただし、BSSRは独立宣言から間も無くしてリトアニアとの合同国家リトアニア・ベラルーシソヴィエト社会主義共和国 




























                                            










る(Тарашкевіч 1918: 4)、文学用語についてはマクシム・ハレツキ (ーМ. Гарэцкі)の『ベラルーシ文学史』(Гісторыя беларускае 
літаратура, 1920年)、軍事用語については、ベラルーシ軍事委員会(Беларуская вайсковая камісія)の『軍事の文章論』(Вайсковая 
стылістыка, 1919年)及び『ベラルーシ語による部隊』(Камандаы па-беларуску, 1920年)、数学用語についてはミンスク教育
大学 (Мінскі педагагіны інстытут)の『算術用語』(Арыфметычная тэрміналогія, 1921年)及びリャヴォン・ビリジュケヴィチ(Л. 







1922 年から 1930 年までの間に人文社会科学から自然科学に至るまでを網羅する専門用語集として
全24 巻を編纂・刊行していった。各巻の具体的な内容は、以下の表26 のとおりであった。 
 
表26	 ベラルーシ語学術用語辞典(全24巻245)246	
第1巻「初等数学」 (1922年) 第13巻「解剖学名称 (第2部)：菅脈学」 (1927年) 
第2巻「文学芸術の実践と理論」 (1923年) 第14巻「数学用語辞典」 (1927年) 
第3巻「地理学・宇宙学用語及び天体の名称」 (1923年) 第15巻「文法・言語学用語辞典」 (1927年) 
第4巻「論理学・心理学用語」 (1923年) 第16巻「土壌学用語辞典」 (1927年) 
第5巻「地質学・鉱物学・結晶学」 (1924年) 第17巻「会計学用語辞典」 (1928年) 
第6巻「植物学：一般用語と専門用語」 (1924年) 第18巻「化学用語辞典」 (1928年) 
第7巻「音楽用語」 (1926年) 第19巻「農学用語辞典」 (1928年) 
第8巻「森林用語辞典」 (1926年) 第20巻「解剖学名称 (第3部)：神経学」 (1929年) 
第9巻「解剖学名称：一般名称・骨学・靭帯学」 (1926年) 第21巻「物理学用語辞典」 (1929年) 
第10巻「法律学用語」 (1926年) 第22巻	 未刊 − 
第11巻「社会科学用語」 (1927年) 第23巻「教育学分野辞典」 (1929年) 










辞典』(Руска-беларускі слоўнік, 1918 年)248、『ベラルーシ語・モスクワ語小辞典』(Невялічкі Беларуска 
-Маскоўскі слоўнік, 1918 年)249、『実践モスクワ語・ベラルーシ語辞典』(Практычны Маскоўска- 
                                            
244 ベラルーシ文化研究所は、自然科学部門と民俗・言語学部門の2部門より構成されていたが、専門用語委員会は民俗・言
語学部門附属の3 つの専門委員会の１つであった。なお、他の2 つ委員会は、辞書編纂委員会(слоўнікавая камісія)、文学研
究委員会(літаратурна-даследчная камісія)である(Шчэрбін1994a: 86)。 
245 ただし第22巻が未刊のため、実質的には全23巻である。 
246 Шчэрбін(1994a: 87)に基づき筆者作成。 
247 現在のマヒリョウ州、マラヤ・バハチカウカ村(Малая Багацькаўка)の出身。1912年からナーシャ・ニヴァ紙上で作品を発
表し始める。1928 年よりベラルーシ文化研究所(1929 年より科学アカデミーに改組)の正会員となり、研究活動をおこなった
(Абабурка 1994: 123)。 
248 Гарэцкі, Г., Гарэцкі. М. Руска-беларускі слоўнік, Смаленск, 1918. 弟のハウリラ・ハレツキ (ーГаўрыла Гарэцкі)との共著。第2
版は1920年にヴィリニュスで出版されている。 
249 Гарэцкі, М. Невялічкі Беларуска-Маскоўскі слоўнік, Вільня, 1918. モスクワ語とはロシア語を指す。 
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たしたのは、同研究所所属の2 名の言語学者、ミカライ・バイコウ(Мікалай Якаўлевіч Байкоў)252と
















                                            
250 Байкоў, М., Гарэцкі, М. Практычны Масоўска-Беларускі слоўнік, Менск: Белтрэстдруг, 1924. バイコウと共著。第2版は1926
年にミンスクで出版されている。収録語彙数約2万語。 










文化研究所の人文学部門の部門長及び辞書編纂委員会のに就任した(Германовіч 1994c: 388-389) 
254 以下、バイコウとニェクラシェヴィチによる『ロシア語・ベラルーシ語辞典』及び『ベラルーシ語・ロシア語辞典』に関
する記述はБайкоў, Некрашэвіч (1925:3-4)及びБайкоў, Некрашэвіч (1928=2014:7-9)に基づく。 
 96 
にロシア語に関する辞書類が幅広く参照された。そうしたロシア語の辞書としては、パブロフスキ
ーの『露独大辞典』(Полный русско-немецкий словарь, 1859年)255及びマカロフの『露仏大辞典』(Полный 
Русско-французский словарь, 1889年)256があげられている。さらに辞書の編集にあたってはラストウ
スキーの『ロシア語・クリヴィチ語学習辞典』(Падручны расійска-крыўскі слоўнік, 1924 年)257やダー
リの『大ロシア語詳解辞典』(Толковый словарь живого великорусского языка、版は不明)258、ウマニ
ェチとスピルカによる『ロシア語・ウクライナ語辞典』(全 4 巻) (Словарь російско-український, 
1893-1898 年)259をはじめとするいくつかのスラヴ語の辞書類も参照された260。 













                                            
255 Павловский, И.Я. Полный русско-немецкий словарь, Ч.1-2, Рига, 1859. 
256 Макаров, Н.П. Полный русско-французский словарь, Петербург: Типография Тренке и Фюсне, 1889. 
257 Ластоўскі, В. Падручны расійска-крыўскі слоўнік, Коўна: Друкарня А.Бака, 1924. クリヴィチ語とはベラルーシ語のことを指
す。ラストウスキーは、ベラルーシ人は古代ルーシ部族のクリヴィチ族の末裔であるというクリヴィチ説の提唱者の一人で
あり、ベラルーシ語をクリヴィチ語と称したのみならず、ベラルーシ人をクリヴィチ人、ベラルーシをクリヴィヤと呼んで
いた(Новик, Е., Качалов, Новик, К. 2012:19)。 
258 Даль, В. Толковый словарь живого вкликорусского языка. 
259 Уманець М., Спілка, А. Словарь російско-український. 4 томи, Львів: НТШ, 1893-1898. 
260 これらの他には、ドゥブロフスキーによる『ロシア語・ポーランド語辞典』(Полный словарь польского и русского языка, 
1876-1878年)、ミクロシィチ(Ф. Миклошич)による『スラヴ語6言語 (ロシア語・教会スラヴ語・ブルガリア語・セルビア語・
チェコ語・ポーランド語)及び仏独語簡易辞典』(Краткий словарь шести славянских языков (русского с церковнословянским, 
болгарского, сербского, чешского и польского), а также французский и немецкий, 1885年)が参照されている。 
261 このため、編纂の一旦終了してから出版までの間に新たに辞書類が刊行され、そうした中からさらに次の辞書も参考とさ
れた。すなわち、カシピャロヴィチ『ヴィツェプスク地方辞典』(Каспяровіч, М.І. Віцебскі краёвы слоўнік: Матэрыялы, 1927.)、
バイコウ、バラノウスキ 『ー実践ベラルーシ語軍事用語辞典』(Байкоў, М., Бараноўскі, А. Практычны беларускі вайсковы слоўнік, 
1927.)、ベラルーシ文化研究所『ベラルーシ語学術用語辞典, 第15巻：文法・言語学用語辞典』(Інбелкульт. Беларуская навуковая 
тэрмінолёгія: Вып. 15 Слоўнік граматычна-лінгвістычнае тэрмінолёгіі, Менск, 1927)である。 
262 Гарэцкі, М. Невялічкі Беларуска-Маскоўскі слоўнік. Рэд Я.Станкеўчыка, Выд. 2-е, Вільня. 1921. 
263 Байкоў, М., Гарэцкі, М. Практычны Расійска-Беларускі слоўнік, Менск. 1924. 
264 Сержпутоўскі, А.К. Кароткі Беларуска-Рускі слоўнічак. (手稿) 





















た (Запрудскі 2013:88)。 
	 1920 年代に入ったベラルーシでは、ベラルーシ語の使用実践に際して、タラシケヴィチの『学校
のためのベラルーシ語文法』で定められた正書法規則が広く踏襲されていった。1918 年に刊行され




クは、1921 年に出版した『ベラルーシ語実践文法』(Практычная граматыка беларускае мовы)をは
じめ、1920 年代に数々のベラルーシ語教科書を刊行したが、その執筆にあたってはタラシケヴィチ
により確立された正書規則の継承につとめ、タラシケヴィチの正書規則は、彼の教科書を通じても
広く普及していった(Шакун 1994a:82, Запрудскі 1994: 306)。 
	 しかし、ベラルーシ語の使用そのものが、学校教育分野や出版印刷分野をはじめとするBSSR 国
                                            
266 BSSR教育人民委員会の決定により、学校教育用のベラルーシ語文法書の必要を補うことを目的に15,000部の増刷が命じ


































268 Лёсік, Я. “У справе рэформы нашае азубкі”, Сабецкая Беларусь, 1923. 6, 7 ліп. 
269 Лёсік, Я. “Беларуская мова. Правапіс”, Мінск, 1924. 





の必要性が正式に確認された(Запрудскі 2013:94-95)。同年 7 月にはベラルーシ文化研究所の学術理
事会にてベラルーシ語正書法の問題を広く議論するための国際会議を開催することが決定され、同
年 9 月には、国際会議で先立って、全ベラルーシ文学・言語学会議(Усебеларуская літаратурна-	
лінгвістычная канферэнцыя)が開催され、国内の教育現場でベラルーシ語教育をめぐる問題と直に向
き合っている教師ら100 名以上が参加し、正書法の問題が話し合われた(Запрудскі 2013:98)。こうし
た中、1926 年11 月14 日〜21 日、およそ1 週間にわたる大規模な国際会議「ベラルーシ語の正書法
と文字の改革に関する学術会議」(Акадэмічная канферэнцыя па рэформе беларускага правапісу і 
азбукі)が、ベラルーシ文化研究所の主催により開催されることになった。 












                                            
271 ベラルーシ文化研究所所長 U.M.イフナトウスキーのベラルーシ共産党中央委員会理事会における「ベラルーシ語の正書
法と文字の改革に関する学術会議の成果に関する報告書」より(Платонаў, Коршук 2001: 102-109)。 
272 主要な招待参加者は次のとおり。(Германовіч 1994a: 20に基づく)。 







ラトヴィア：リガ・ラトヴィア大学准教授E.ブレセ(Э.Блесэ)、作家J.ライニス(J. Rainis)、新聞『ベラルーシ人の声』紙 (Голас 











された改革案に生かされた (Германовіч 1994a:21)。 





















的には1940 年に流刑先のサラトフで獄死した(Запрудскі 1994: 306)276。この他、第一次世界大戦末期
から 1920 年代半ばにかけて、多くのベラルーシ語辞書を刊行した作家ハレツキーや 1926 年の正書
                                            
273 訳語は、マーチン(2011: 257)による。 
274 また、『学校のためのベラルーシ語文法』出版以降、主にリトアニアやポーランドなどで在外ベラルーシ人としてベラル
ーシ人学校の発展に尽くし民族主義運動に関わるなどしていたタラシケヴィチは 1927 年以降度々逮捕され、最終的に 1938






(Вацлаў Юстынавіч Ластоўскі)も、1930 年代に入ると相次いで逮捕され、ラストウスキーは1938 年





次いで逮捕されたことにより計画は頓挫した (“Рэформа беларускага правапісу 1933 года” 1994: 464)。
また、語彙体系の整備に関わっては、ニェクラシェヴィチをリーダーとして、1925 年より現代ベラ
ルーシ語の大規模な詳解辞典の編纂事業が進められていたが、ニェクラシェヴィチの逮捕により辞

















	 スターリン体制の幕開けと共に、1920 年代を通じた正書法改正をめぐる議論の1 つの成果であっ
た1930 年の正書法案は完全に無効化された一方で、ベラルーシ語の使用実践の現場では依然として
正書法の整備が強く必要とされていた。こうした中、ベラルーシ科学アカデミー言語学研究所に、
                                            
277 1927 年末までには40 万語を超えるベラルーシ語の語彙目録が完成し、1929 年の11 月には詳解辞典刊行が正式決定して
いた(Германовіч 1994c: 388)。 
278 本節の記述は特に明記しない限りКлімаў (2003)及び“Рэформа беларускага правапісу 1933 года” (1994)に基づく。 
 102 
1930 年3 月より改めて正書法案の作成プロジェクトが発足し、1933 年に『ベラルーシ語正書法簡易








革案の準備を進めていった。こうして、1933 年 8 月 26 日にBSSR 人民委員会議によって『ベラル
























                                            
279 ブズクは、その後、1934 年初めに逮捕されてヴォログダ(ロシア・ヴォログダ州)へ 3 年間流刑となった後、1937 年に再
逮捕され銃殺された。ブズクは 1927 年からのニェクラシェヴィチを委員長として活動した正書法委員会の元メンバーで、
1931年より言語学研究所の所長の任にあった(Рамановіч, Юрэвіч 1994: 99)。 
280 ユルヘレヴィチは、その後 1936 年に民族主義活動のかどで粛清の対象となり 1940 年まで矯正労働ラーゲリに送られた







	 しかし、1933 年の人民委員会議による正書法改革の内容そのものは、1920 年代までの正書法の修
正をめぐる議論を全く無視したものではなく、その一部は明らかに1926 年の正書法会議で採択され




映させないことが明確化された(Правапіс беларускай мовы, 1934:4)。これは、元 1々926 年の正書法会
議で採択された内容である282。また、子音/s/ (с), /z/ (з), /dz/ (дз)が、後続の口蓋化子音に逆行同化をお
こして口蓋化する場合にこれを綴りに反映させないという規則も 1933 年の正書法改革により定式





蓋化子音の лによって転写することが定式化されたが、これは、1930 年と 1933 年の正書法案が行
なっていた提案を無視するものである。1930 年と 1933 年の正書法案では、1920 年代のベラルーシ
語正書法の慣行として定着しつつあった/l/(л)を口蓋化子音によって転写する方法を規則化すべきと
していた。例えば、フランス語の classe に由来する /klas/ やギリシャ語の philología に由来する 
/filologia/ といった単語は、1920 年代までは кляс, філёлёгія と綴ることが一般的であったが、1933
年の正書法改革では клас, філологіяと綴るという規則を導入している。Клімаў (2003:25)も指摘する
ように、これは、明らかにロシア語における借用語の正書法を踏襲したやり方である(前掲語はロシ




に字母 яを綴るという規則を立てていた。ただし、母音/e/がアクセント音節の 2 つ前の音節にくる場合であってもアクセン
ト直前の音節がa(я)を含む場合は例外として字母яは綴らずeを綴るとされていた。またタラシケヴィチはこの規則を否定詞
のне及び助詞のбезにも拡大して適用するとしていた(Тарашкевіч 1918:60)。 
283 タラシケヴィチの正書規則では、子音/s/ (с), /z/ (з), /dz/ (дз)が後続の口蓋化子音に逆行同化して口蓋化を起こす場合にこれ
を綴りに反映させ、軟音記号ьを綴るという規則を立てていた(Тарашкевіч 1918:67)。 
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	 さらに、1933 年の正書法改革では、1920 年代までの標準ベラルーシ語の使用実践においては、使
用が極めて限定的であった能動形動詞の使用を積極的に使用すべきものとして導入した(Правапіс 










ことではなかった(Клімаў 2004a: 43)。 
	 BSSR 人民委員会議による正書法改革が実施された翌年の1934 年には、この正書法改革の内容を
踏まえた『ベラルーシ語正書法』(Правапіс беларускай мовы)286が、ベラルーシ科学アカデミー言語
学研究所から正式に出版されることになった。皮肉にも、1920 年代の正書法整備をめぐる議論の成




蓋化子音により lを綴ることが慣例化している語である(両語ともロシア語でもлюстра, пляж)。 
285 しかしながら、1933年の人民委員会議の決定の中で提示されたこれらの正書法改革案には、それが、先行する1926年の



































                                            


































                                            































                                            






『ロシア語の正書法と句読法の規則』(Правил русской арфографии и пунктуации) が刊行されるの待
って、ようやく1957 年に『ベラルーシ語正書法の変更と精緻化についての決定』を発表し、科学ア
カデミー言語学研究所に対して正書法規則集の編纂を正式に委任した。新たな正書法規則集である
『ベラルーシ語の正書法及び句読法の規則』(Прабілы беларускай арфграфіі і пункутацыі)は、さらに










格的なアカデミー文法である『ベラルーシ語文法』(Граматыка беларускай мовы) (全2 巻)が、BSSR
科学アカデミー言語学研究所より刊行された。これは、ベラルーシ語の文法体系を形態論(第1 巻)、
統語論(第 2 巻)の観点から初めて包括的かつ網羅的にまとめた著作である。1985〜1986 年には、60
年代のアカデミー文法に続いて『ベラルーシ語文法』(Беларуская граматыка) (全 2 巻)が、同じく
BSSR 科学アカデミー言語学研究所より刊行された。また、「語彙化」に関しては、1953 年に『ロシ
ア語・ベラルーシ語辞典』(Руска-беларускі слоўнік)、そして1962 年には『ベラルーシ語・ロシア語
辞典』(Беларуска-рускі слоўнік)がそれぞれ BSSR 科学アカデミー言語学研究所より刊行された。こ
れらは、前者が収録語彙数約 8 万 6 千語、後者が 9 万語を数える大規模なもので、現代標準ベラル
ーシ語の語彙編纂の著作としては当時最も充実したものであった。さらに、戦後には、戦前に実現
しなかった詳解辞典の編纂事業も本格的に実施され、1977 年から 1984 年までの 8 年間の間に全 5




                                                                                                                                   
ベラルーシ語の特別な民族的特徴と結びつかない程度の(ロシア語との)差異を扱う章においては、『ロシア語の正書法と句読
法の規則』のテクストとの親近性を維持することに努めた」（括弧内は筆者による補足）という記述が見られる(Прабілы 
беларускай арфграфіі і пункутацыі 1959: 4)。 


































                                            
294 本節の記述は特に明記しない限りКлімаў (2004a:44-45)に基づく。 




























(Дзяржаўная камісія па ўдакладненні правапісу) を組織し、2 つの標準ベラルーシ語規範の統合と整
備に着手していった。しかし、1994 年に親ロシア路線を強く打ち出すルカシェンコ政権の誕生によ
り、その取り組みは、わずか2 年足らずで頓挫する。その後、1999 年に再度「ベラルーシ語正書法
の精緻化と変更に関するプロジェクト」(Праект зменаў і ўдакладненняў арфаграфіі)が、ベラルーシ
科学アカデミー言語学研究所により開始されたが、この頃にはすでに言語学研究所は、90 年代前半





298 Жураўскі (1991), Сямешка (1991), Запрудскі (1992)など。 
299 本節の記述は、特に明記しない限りКлімаў (2004a:45-46)に基づく。 
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に目指された２つの標準ベラルーシ語規範の統合を先導する役割よりもソ連時代に確立されてきた
規範の保護の役割を担う保守的な立場を取るようになっていた(Рамза 2000: 145)。 



























カ(Зміцер Саўка)といった言語学者のグループにより、現代版のタラシケヴィチ規範 (特に正書法) 
                                            









正書法及び句読法の規則』(Прабілы беларускай арфграфіі і пункутацыі)が新たに正式に発表された305。
新たに発表された正書法では、1959 年正書法に多くみられた綴り上の例外を大幅に減らし、また、
ベラルーシ語に比較的新しく流入してきた語彙の綴り規則を追加するなどの変更が加えられた。し
かしながら、この 2008 年の正書法改正も、1959 年同様にその変更点は最低限のものに留められ、






















                                            
302 Бушлякоў Ю., Вячорка В., Санько З., Саўка З. (2005) Беларуская клясычны правапіс. звод правілаў: сучасная нармалізацыя. 
Вільня-Менск. 
303 タラシケヴィチ規範を使用している代表的なベラルーシ語ニュースサイトである。 








































URL	 https://be.wikipedia.org/ https://be-tarask.wikipedia.org/ 
開始日	 2006年8月末より運営開始308 2004年1月27日より運営開始309 
記事数	 144,490記事（2017年7月7日現在） 61,954記事（2017年7月7日現在） 




308  ベ ラ ル ー シ 語 公 式 規 範 版 ウ ィ キ ペ デ ィ ア 記 事  “Беларуская Вікіпедыя” よ り
(https://be.wikipedia.org/wiki/%D0%91%D0%B5%D0%BB%D0%B0%D1%80%D1%83%D1%81%D0%BA%D0%B0%D1%8F_%
D0%92%D1%96%D0%BA%D1%96%D0%BF%D0%B5%D0%B4%D1%8B%D1%8F, 2017/7/7閲覧) 




	 表 27 が示すように、まず注目に値するのは、ベラルーシ語版ウィキペディアは、2006 年より開
始した公式規範版に先んじて、2004 年にタラシケヴィチ規範版が運用を開始している点である。ま
た、記事数についても、現在は公式規範版がタラシケヴィチ規範版を大きく上回っているものの、

















                                            




























































































































































































実例 ганак  ґанак  
	
4.3.1.2. 同化による子音の口蓋化 
	 ベラルーシ語では、子音 с[s], з[z], ц[ts], дз[dz]は、その直後に口蓋化子音(ただし г’[ɣʲ]/[gʲ], к’[kʲ], х’[xʲ]
は除く)が続くと、逆行同化を起こして口蓋化し、с’[sʲ], з’[zʲ], ц’[tsʲ], дз’[dzʲ]となる。この口蓋化を綴り
に反映させるかどうかが2 つの正書法で異なる。 









свет, снег, зняць, звер, цвёрды, чацвер,  дзве, 
дзверы  





л’[lʲ], н’[nʲ], с’[sʲ], з’[zʲ], ц’[tsʲ], дз’[dz]ʲが長音化した場合に、その口蓋化を綴りに反映させるかどうかが2
つの正書法で異なる。 
 公式規範 タラシケヴィチ規範 
規則 
口蓋化子音л’[lʲ], н’[n]ʲ, с’[s]ʲ, з’[z]ʲ, ц’[ts]ʲが長音化し
た場合は、軟音記号(ь)を子音間に綴らない。
дз’[dz]ʲの長子音はддзで表す。 
口蓋化子音л’[lʲ], н’[n]ʲ, с’[s]ʲ, з’[z]ʲ, ц’[ts]ʲ, дз’[dz]ʲが長
音化した場合は、軟音記号(ь)を子音間に綴る。 
実例 галлё, соллю, пытанне, калоссе,  маззю, жыццё, суддзя 




	 否定詞не[n ʲe]及び前置詞без [b ʲe z]は、直後の単語が第1 音節にアクセントをもつ場合、逆行同化
を起こし発音が[n ʲa] 及び前置詞[b ʲa z]に変わる。この逆行同化による еの弱化を綴りに反映させるか
 116 
どうかが2 つの正書法で異なる。 
 公式規範 タラシケヴィチ規範 
規則 
否定詞 не及び前置詞 безは、直後の単語が第 1
音節にアクセントをもつ場合も綴りはそのまま
である。 
否定詞 не及び前置詞 безは、直後の単語が第 1
音節にアクセントをもつ場合は、綴りを発音に
合わせてня, бязとする。 
実例 не быў, не буду, без жартаў, без вас ня быў, ня буду, бяз жартаў, бяз вас 
 
4.3.1.5. 借用語表記における正書法・正字法の違い 
a)	西ヨーロッパの諸言語・古典語312に由来する語彙における /l/ の綴り 
 公式規範 タラシケヴィチ規範 
規則 / l /は、常に非口蓋化子音のлによって綴る。 / l /は、口蓋化子音のльによって綴る。 






b)	子音 /s/, /z/, /n/ 及び唇音の綴り 
 公式規範 タラシケヴィチ規範 
規則 
子音/s/, /z/, /n/及び唇音は口蓋化子音(сь, зь, нь等)
として綴る。 
子音/s/, /z/, /n/及び唇音は非口蓋化子音(с, з, н等)
として綴る。 
実例 
сігнал, сімвал, газета,  
мінералог, пергамент, тэмперамент 
 сыгнал, сымбаль (稀に зымбаль), газэта, 
мінэралёг, пэргамэнт, тэмпэрамэнт  
	
※ただし、以下の場合は、公式規範における例外である：公式規範фанабэрыя — タラシケヴィチ規範фанабэрыя 
	
c)	 / i /あるいは / ɨ /と結合する母音の綴り 
 公式規範 タラシケヴィチ規範 
規則 
/ i / (і)あるいは / ɨ / (ы)と結びつく母音は /j/を付
加せず綴る。 
/ i / (і)あるいは / ɨ / (ы)と結びつく母音は一貫し
て/j/を付加して綴る。 
実例 
іон, трыо, прэзідыум, натарыус,  
кампендыум, кансыліум 




 公式規範 タラシケヴィチ規範 
規則 
ギリシャ語のθ /th/ (稀にφ /ph/)に由来する音はф 
/f/として綴る。  
ギリシャ語のθ /th/ (稀にφ /ph/)に由来する音はт 
/t/として綴る。 
実例 міфалогія, пафас, лагарыфм, эфір міталёгія, патас, лягарытм, этэр  
	
※ただし、公式規範でもпафасと同じ語根をもつпатэтыкаはт /t/で綴り、лагарыфмと同じ語根をもつрытмもт /t/ で綴る。
また、タラシケヴィチ規範でもэтэрと同じ語根をもつэфемерныはф /f/の音として綴る。 








ギリシャ語の βに由来する音は б /b/の音として
綴る。 
実例 варвар(ства), Васіль, Візантыя барбар(ства), Базыль, Бізантыя  
 
f )	/ f / を伴う借用語の綴り 
 公式規範 タラシケヴィチ規範 
規則 
/ f / を伴う借用語は、/ f /を専らф / f /として綴る。 / f /を伴う借用語は、/f/ をхв /xv/として綴ること
が多い。 
















Еўропа, Еўфрасіння, іудзей, Іерусалім, 
іерогліф, Іеранім 






h)	西ヨーロッパの諸言語からの借用語における子音に後続する / w / 
 公式規範 タラシケヴィチ規範 
規則 
西ヨーロッパの諸言語からの借用語における子
音に後続する/ w / は、уあるいはвで綴る。 
西ヨーロッパの諸言語からの借用語における子
音に後続する/w/ は、ўで綴る。 





вы́гада, су́праць, сёння, пасяджэ́нне, 
часо́піс, напі́саны, вы́падак, ева́нгелле, 
інструме́нт, дакуме́нт, 及びこれらの派生語 
выго́да, супро́ць, сяньня́, пасе́джаньне, ча́сапіс, 
напіса́ны, выпа́дак, эванге́льле,  




 公式規範 タラシケヴィチ規範 
規則 付加音は比較的限られている。 付加音が広く見られる傾向がある。 
実例 
Мсціслаў, Орша, ойча, орган, унія,  
істэрыя, іерархія, іерогліф, іерэй,  
Іспанія, Іеранім; выхад са становішча 
Амсьціслаў, Ворша, войча, ворган, вунія, 
гiстэрыя, гiерархiя, гiероглiф, гiерэй, 
Гішпанія, Геранiм; выхад із становішча  
	
※ただし、タラシケヴィチ規範でもвунія, гiерархiя, гiероглi, гiерэй, Геранiмと並んでунія, ярархія, ерогліф, ярэй, Еранiмもしば
しば使用される。 
	
4.3.2.3. [ j ]の前での同化による子音の口蓋化 












Ільля (稀に Іля), (В)ульляна (稀に(В)уляна) 
	





男性名詞：клас, адрас, блюз, флёр,  
         майстар 
女性名詞：мячэць 
女性名詞：кляса, адрэса/адрас, блюза, флёра,         














плана, народа, з’езду/з’езда, камітэта  
都市名及び国名：з Мінска, з Гамбурга,  
з Судана  
пляну, народу, зьезду, камітэту 


















実例 з старшынёй, Скарынай з старшынём, Скарынам 
	
c) 男性名詞・中性名詞の単数所格 









実例 па тэлефону па тэлефоне 
	
d)	女性名詞・中性名詞の複数属格 







азёр, друкарань, норм, правіл,  
старонак, магчымасцей 
азёраў, друкарняў, нормаў, правілаў, 












実例 вачамі, плячамi вачыма/вачмі, плячыма/плячмi  
	
※ただし、公式規範でもвачамі, плячамiと並んでвачыма, плячымаがしばしば用いられる。 
	
f )	男性名詞・中性名詞の複数与格 






















実例 у паля́х, у садáх  у палёх, садóх  
 
h)	形容詞の女性単数属格 






実例 з той першай беларускай кнігі з тае першае беларускае кнігі  
	
i ) 形容詞の最上級 










вельмі малы, вельмі слабы 
сама багатага 
замалы, заслабы  
	
j ) 所有形容詞の形成 
	 名詞派生の所有形容詞の形が一部、公式規範とタラシケヴィチ規範で異なる。	
公式規範 タラシケヴィチ規範 
Вольгін (Вольгаより) Вольжын / Вользін (Вольгаより) 
	

























一人称複数命令形：будзем, чытаем, устанем,	  
二人称命令形：бяры́це, ідзі́це; кладзі́це 
一人称複数命令形：будзьма, чытайма, устаньма 







вітаемы, ганімы, шукаемы, 
аплочваемы/аплачваемы, супернічаючы, 
кіруючы, наеўшыйся, затаіўшыйся, адбыўшыеся 
вітаны, гнаны, шуканы,  
аплатны, суперны,  










単数所格：на лобе  
いくつかの短縮形語幹：кантрасны, узбэцкі  
	














公式規範 タラシケヴィチ規範  公式規範 タラシケヴィチ規範 
асада аблога  негр мурын 
атрад аддзел  тыраж наклад 
працэнт адсотак  палатка намёт 
экземпляр (па)асобнік  вынік наступства 
пасольства амбасада  Германiя Нямеччына 
апавяданне / расказ аповед / аповяд  язычніцтва паганства /язычніцтва 
акружэнне / асяроддзе атачэньне / асяродак  перагаворы перамовы 
размясцiцца атабарыцца  павестка/іск позва/пазоў 
коннік / верхавы вершнік / верхнік  савет рада 
знешні вонкавы  веласіпед ровар 
выключэнне вынятак  састаў склад 
чай гарбата  уласны собскі 
сорт / гатунак гатунак  тэлефонная трубка слухаўка 
ігрок гулец  забастоўка страйк 
вопыт досьвед  член сябра/чалец 
даследаванне досьлед  танцаваць танчыць 
дагавор дамова  гэта значыць (接続詞)  то бок (接続詞) 
салдат жаўнер  май травень 
яўрэй жыд  юбілей угодкі 
заказ замова  лістоўка улётка 
заснаваць зафундаваць  бежанец уцякач 
саюз зьвяз/хаўрус  крэсла фатэль 
землетрасенне землятрусе  фестываль/свята фэст 
кафэ кавярня  тратуар ходнік 
канверт капэрта  дзейнасць чыннасьць 
дача лецішча  фактар чыньнік 
карта мапа  прагулка шпацыр 
прахожы мінак  рад  шэраг 
 	
4.3.4.2. 語形成のバリエーション 
公式規範 タラシケヴィチ規範  公式規範 タラシケヴィチ規範 
агенства агенцыя/агенства  напітак напой 
апора апiрышча  адчуваць пачувацца 
узначальваць ачольваць  праследаваць перасьледваць 
разведка выведка  асветнiцкi (пр)асьветны 
выстаўка выстава  пачаць распачаць 
грэчаскі грэцкі  член чалец 
дзейнiчаць дзеяць  фонд фундацыя / фонд 
сапраўдны запраўдны  Пётр Пётра 
іск зыск  Днепр Дняпро / Днепар 




公式規範 タラシケヴィチ規範  公式規範 タラシケヴィチ規範 
абедзены абедны  нармальны нармалёвы 
біблейскі біблійны  пенсіённы пенсійны 
выставачны выста́ўны  рыначны рынкавы 
медыцынскі медычны  спартыўны спартовы 
месячны месяцовы  фірменны фірмовы 




特に公式規範の接尾辞 -чык- / -шчык- の位置にタラシケヴィチ規範では、接尾辞-нік-が規則的に現
れる場合 
公式規範 タラシケヴィチ規範  公式規範 タラシケヴィチ規範 
заказчык замоўнік  падказчык падказнік 




-овец / -авец及び -оўца / -аўцаが規則的に現れる場合 
公式規範 タラシケヴィチ規範  公式規範 タラシケヴィチ規範 
вадзіцель кіровец / кіроўца  гаворачы (раз)моўца 
паступаючы паступовец  служачы службовец 
	
	
特にタラシケヴィチ規範での接頭辞 су- が公式規範の接頭辞 са- と対応する場合 
公式規範 タラシケヴィチ規範  公式規範 タラシケヴィチ規範 
сааўтар суаўтар  саўладальнік суўладальнік 
саўдзельнік суўдзельнік    
	
特にタラシケヴィチ規範で、動詞において接尾辞 -ір- / -ыр- (及びそれらからの語形成)が規則的に避
けられる場合	
公式規範 タラシケヴィチ規範  公式規範 タラシケヴィチ規範 
бамбардзіраваць бамбаваць  ініцыіраваць ініцыяваць 
маскіраваць маскаваць  прэміраваць прэміяваць 
камуфліраваць камуфляваць  эвакуіраваць эвакуяваць 
маршыраваць маршаваць  асацыіраваць асацыятаваць 









4.3.5. 統語的な違い  
4.3.5.1. 語結合構造の違い 
a) 前置詞の選択の違い	
公式規範 タラシケヴィチ規範  公式規範 タラシケヴィチ規範 
па закону паводле закону  па дазволу з дазволу 
пасля вайны па вайне  па прычыне з прычыны 
пасля азнаямлення па азнаямленьнi  пакарыстацца гэтым скарыстаць з гэтага 
па заказу на замову  справаздача па пытанню справаздача ў пытаньні 
па загаду на загад  за адказам па адказ 
па выбару на выбар  у пяць гадзін а пятай гадзіне 
	
b) 格支配の違い 
 公式規範 タラシケヴィチ規範 
規則 па +単数与格 па +単数所格 
実例 па тонкаму лёду, па важнаму пытанню па тонкім лёдзе, па важным пытаньні  
※ただし、複数形では格支配は、両規範で同じ： 
  公式規範 па заслугах, па гарадах	 –	 タラシケヴィチ規範па заслугах, па гарадох 
 
 公式規範 タラシケヴィチ規範 
規則 вучыцца +与格 вучыцца +属格 




не трывожыць твой спакой ня трывожыць твайго спакою 








міністравы/міністраў загад  






праблемы, існуючыя ў прамысловай галіне…  
барацьба блокаў, фарміраваўшыхся ў Еўропе… 
існыя ў прамысловай галіне праблемы…  







было скончана, былі звязаны, была прынята было скончанае, былі звязаныя, была прынятая  
 
	 動詞быць, стаць, стаццаと共に述語として用いられる形容詞や名詞は、タラシケヴィチ規範にお
いては主格をとるが、公式規範では具格をとる。 
公式規範 タラシケヴィチ規範 
умовы былі рознымі 
мы сталі больш паслядоўнымі 
ён быў добрым кіраўніком 
будзем асцярожнымі 
умовы былі розныя 
мы сталі(ся) больш пасьлядоўныя 





на працягу таго дня,  
у той дзень,  
аднойчы, здавацца,  
разумець,  




цягам таго дня, тым днём,  
аднаго дня / аднаго разу,  
выглядаць на тое,  







a) 所有代名詞 ягон(ы, -ая, -ае), ейн(ы, -ая, -ае), іхн(ы, -ая, -ае) は、公式規範においてはロシア語に準







使用が好まれない 好んで使用される  使用が好まれない 好んで使用される 
выбраць абраць  пісьмо ліст 
армія войска  іменна менавіта 
граніца мяжа  руль стырно 
успомніць, напомніць згадаць, нагадаць  поезд цягнік 







	 例えば、Kloss (1967) は、極めて近親性の高い複数の話し言葉が、話者集団の政治的ないし地理
的な分断などを背景に標準語化のプロセスの中で十分に差異を統一できず、実質的な言語の実態と
しては 1 つでありながらも標準語規範というレベルでは極性を保持している、そうした言語を多極
性言語 (Polycentric standard language)と定義した。その上で、その典型例として、セルビア語とクロ
アチア語313、モルドバ語とルーマニア語、ペルシャ語とタジク語、イギリス英語とアメリカ英語、























































































                                            





























































































する                            [第17条] 
ベラルーシ共和国の国家語をベラルーシ語とロ
シア語の2言語とする              [第17条] 
国家は、民族間交流語としてロシア語を自由





ン語を選ぶ権利を保障する        [第50条] 1994年版に同じ 
教育と言語に	
関する規定	
教育言語を選ぶ自由を保障する       





















を望む児童を最低 5 名集めるように言いわたされたというニュースが報道されている(Радыё 
Свабода. 13.06.2014)。 
                                            






表29 言語教育における国民の権利、国家の義務、教育従事者の義務 320 
		 ソ連末期	 独立後	





















































































身の母語で教育を受ける権利をもつことが、1990 年から現在に至るまで定められている。	  
国家の義務に関しては、国家はまず国民に対してベラルーシ語あるいはロシア語で教育を受ける
権利を保障する義務があることが、1990 年から現在に至るまで一貫して定められている。また、国
                                            
320 「BSSRにおける諸言語についての法律」(1990年言語法)、「ベラルーシ共和国における諸言語についての法律」(1998, 2005, 


















2005 年、2007 年、2009 年、2010 年、2011 年、2012 年、2013 年の各版が存在する。このうち教育
















表30 就学前教育における言語 322 
	 ソ連末期	 独立後	




































































ことができる     [第23条] 























                                            
322「BSSRにおける諸言語についての法律」(1990年言語法)、「ベラルーシ共和国における諸言語についての法律」(1998, 2005, 









表31  保育言語別にみた就学前教育の施設数、学級数の推移 (％)323 
年度 1987	 1988	 1989	 1990	 1991	 1992	 1993	 1994	 1995	 1996	 1997	 1998	 1999	 2000	 2001	 2002	 2003	 2004	 2005	 2006	 2007	
ベラルーシ語施設	 18.3   35.5 46.9 61.9 68.6 76.3 55.6 49.1 45.9 42.2 42.3 42.1 40.8 40.4 40.4 41.8 41.3 41.3 40.8 
ロシア語施設	 81.2   50.6 28.7 11.7 7.3 11.4 22.7 34.8 42.4 49.2 50.1 51.3 53.1 52.9 53.1 52.5 53.0 53.3 54.0 
2言語・多言語施設	 0.5   13.9 24.4 26.4 24.1 12.3 21.7 16.1 11.7 8.6 7.6 6.5 6.1 6.7 6.6 5.8 5.7 5.3 5.2 
	
年度	 2008	 2009	 2010	 2011	 2012	 2013	 2014	
ベラルーシ語学級	 16.1 15.9 15.8 14.6 14.7 14.3 13.7 
ロシア語学級	 83.9 84.1 84.2 80.8 81.7 85.7 86.2 
2言語学級	    4.6 3.7 0  
※	年度は、その年の9月に始まる教育年度を指す(以降参照する統計資料でも同様)。	
※	2言語・多言語施設とは、１つの教育施設内にベラルーシ語学級とロシア語学級(ないしその他の言語による学級)が併存している施設を指す。以下、普通中等教育でも同様である。 
※	2008年以降の学級別のデータについては、数は僅かであるがベラルーシ語学級とロシア語学級の他に、ポーランド語学級が2008年＝4クラス/ 2009年＝3クラス/ 2010年＝2クラス/ 
2011~2012, 2014年＝1クラス、リトアニア語学級が2009~2014年＝1クラス確認できる。 
※ 網掛け欄は該当するデータのない箇所である(以下の表32も同様)。 
表32	 保育言語別にみた就学前教育の児童数の推移 (％)324 
年度 1987	 1988	 1989	 1990	 1991	 1992	 1993	 1994	 1995	 1996	 1997	 1998	 1999	 2000	 2001	 2002	 2003	 2004	 2005	 2006	 2007	
ベラルーシ語施設	        60.9 32.4 25.1 21.9 18.2 17.3 17.0 14.7 13.6 12.9 13.2 12.7 12.6 11.9 
ロシア語施設	        18.6 27.3 43.9 56.3 66.0 69.0 71.4 74.2 74.5 75.2 76.1 76.7 77.0 77.9 
2言語・多言語施設	        20.5 40.3 31.0 21.8 15.8 13.7 11.6 11.1 11.9 11.9 10.8 10.6 10.3 10.2 
 
年度	 2008	 2009	 2010	 2011	 2012	 2013	 2014	
ベラルーシ語学級	 13.4 13.1 12.8 11.7 11.4 11.1 10.5 
ロシア語学級	 86.6 86.9 87.2 83.6 84.8 88.9 89.5 
2言語学級	    4.8 3.8 0  
※数値は各施設(2008～2010年は学級)で保育を受けている児童数の割合である。 
                                            
323 本表を作成するにあたって、1987年は統計資料(24:121), 1990〜1993年は統計資料(25:406), 1994〜1997年は統計資料(14:31), 1998〜1999年は統計資料(15:35), 2000〜2007年は統計資料
(16:48), 2008〜2010年は統計資料(17:33), 2011年は統計資料(44:107), 2012年は統計資料(45:96), 2013年は統計資料(46:95), 2014年は統計資料(47:94)を参照した。 
324 本表を作成するにあたって、1994〜1997年は統計資料(14:34), 1998〜1999年は統計資料(15:38), 2000〜2007年は統計資料(16:51), 2008〜2010年は統計資料(17:34), 2011〜2012年は統計資
料(30:47), 2011年は統計資料(44:109), 2012年は統計資料(45:98), 2013年は統計資料(46:97), 2014年は統計資料(47:96) を参照した。 
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	 まず、表 31 の保育言語別の施設数の割合をみると、1987 年の時点で全体の 18.3％しか占めてい
なかったベラルーシ語施設は、1990 年代前半に急増し、1994 年には76.3％にまで増加しており、就
学前教育においてもベラルーシ化政策が強く影響力を持ったことが確認できる。しかし、ロシア語
の国家語化が決まった 1995 年以降は、一転して減少に転じ、2007 年の時点では全施設の 40.8%に
まで減少している。加えて、表 32 の保育言語別の児童数の割合を見ると、施設数の割合と比べて、
ベラルーシ語施設で保育を受けていた児童数の割合は、さらに少ないことがわかる。すなわち、表













































































る	 	 	 	 	 [第24条] 








                                            
325 「BSSRにおける諸言語についての法律」(1990年言語法)、「ベラルーシ共和国における諸言語についての法律」(1998, 2005, 













































































































































































	 表 34 の教授言語別の学校数の推移を参照すると、ベラルーシ語学校の全体に占める割合は 6〜7
割でほぼ一定している。しかし、表35 の教授言語別の生徒数の推移に目を向けると、国内のベラル
ーシ語学校は概して小規模であること、そしてさらにベラルーシ語学校自体の内部でも生徒数の減










年度 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 
ベラルーシ語学校 74.8      69.8  67.3 66.7 65.8  63.4 63.7 64.6 62.9 62.0 61.5 61.5 61.5 
ロシア語学校 24.6      29.9  32.2 31.3 24.8  8.0 5.2 4.9 12.4 16.8 20.4 23.1 25.0 
2言語・多言語学校 0.6      0.3  0.5 2.0 9.4  28.6 31.1 30.5 24.6 21.1 18.1 15.3 13.5 
 
年度 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006	 2007	 2008	 2009	 2010	 2011	 2012	 2013	 2014	
ベラルーシ語学校 61.7 61.5    57.6          
ロシア語学校 26.5 28.1    35.8          




表35 教授言語別にみた普通中等教育における生徒数の推移 (%)329 
年度 1980	 1981	 1982	 1983	 1984	 1985	 1986	 1987	 1988	 1989	 1990	 1991	 1992	 1993	 1994	 1995	 1996	 1997	 1998	 1999	
ベラルーシ語 35.0      23.1  20.8 20.2 20.8 23.0 28.2 34.1 40.5 34.8 32.9 29.5 30.5 30.0 
ロシア語 65.0      76.9  79.2 79.8 79.2 77.0 71.8 65.9 59.4 65.2 67.0 70.4 69.4 70.0 
ポーランド語 0      0  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.1 0.1 
 
年度 2000	 2001	 2002	 2003	 2004	 2005	 2006	 2007	 2008	 2009	 2010	 2011	 2012	 2013	 2014	
ベラルーシ語 29.0 27.8 26.3 24.8 23.8 23.3 21.5 20.9 20.0 19.2 19.0 17.8 16.6 15.5 14.5 
ロシア語 70.9 72.1 73.6 75.1 76.1 76.7 78.5 79.0 80.0 80.7 81.0 82.1 83.4 84.4 85.4 
ポーランド語 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0 0 0 0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 
※ 網掛け欄は該当するデータのない箇所である。 
                                            
328 本表を作成するにあたって、1980, 1990, 1995〜2000年は統計資料(28:70), 1986 ,1988〜1989年は統計資料(22:108), 1992年は統計資料(25:423), 1993~1994年は統計資料(26:415), 2001年は
統計資料(18:21), 2005年は統計資料(29:74)を参照した。 
329 本表を作成するにあたって、1980年は統計資料(28:70), 1986, 1988〜1989年は統計資料(23:108), 1990〜1997年は統計資料(37:20), 1998年は統計資料(31:28), 1999〜2000年は統計資料(32:29), 
































































































































                                            
330「BSSRにおける諸言語についての法律」(1990年言語法)、「ベラルーシ共和国における諸言語についての法律」(1998, 2005, 










































                                            
331 これは英語教育の需要を意識した内容であると推測される。 
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表37 教授言語別による高等教育機関(国立)の学生数の推移 (%)332 
年度 1990	 1991	 1992	 1993	 1994	 1995	 1996	 1997	 1998	 1999	 2000	 2001	 2002	 2003	 2004	 2005	
ベラルーシ語 0.4     9.7  10.5 7.6 4.4 4.1 3.7 2.7 2.9 1.9 2.1 
ロシア語 98.6     70.8  67.2 64.9 61.4 56.5 54.8 55.9 56.3 54.8 54.1 
ベラルーシ語とロシア語 0.8     19.5  22.3 27.5 34.2 39.4 41.6 41.4 40.7 43.2 43.7 
 
年度 2006	 2007	 2008	 2009	 2010	 2011	 2012	 2013	 2014	
ベラルーシ語 1.7 1.5 1.3 0.7 0.4 1.0 0.2 0.2 0.1 
ロシア語 56.2 56.2 54.3 57.1 60.9 60.0 59.8 59.5 55.5 
ベラルーシ語とロシア語 42.2 42.3 44.4 42.1 38.6 38.9 40.0 40.3 43.9 
※ 網掛け欄は該当するデータのない箇所である。 
 
表38 教授言語別による高等教育機関(私立)の学生数の推移 (%)333 
年度 2001	 2002	 2003	 2004	 2005	 2006	 2007	 2008	 2009	 2010	 2011	 2012	 2013	 2014	
ベラルーシ語	 0 0 0    0 0 0 0 0.3 0 0 0 
ロシア語	 98.7 99.0 80.0    74.7 79.0 75.2 74.9 76.3 81.4 83.4 84.8 
ベラルーシ語、ロシア語	 1.3 1.0 19.8    25.3 21.0 24.6 25.1 23.5 18.6 16.6 15.2 
ベラルーシ語、ポーランド語、ラテン語	 0 0 0.1    0 0 0.1 0 0 0 0 0 
※ 網掛け欄は該当するデータのない箇所である。 
                                            
332 本表を作成するにあたって、1990, 1995, 1997〜1998年は統計資料(28:146), 1999年は統計資料(2:82-83), 2000年は統計資料(3:90-91), 2001年は統計資料(4:88-89), 2002年は統計資料(5:97-98), 
2003年は統計資料(6:97-98), 2004年は統計資料(7:98-99), 2005年は統計資料(8:95-96), 2006年は統計資料(9:100-101), 2007年は統計資料(10:117-118), 2008年は統計資料(11:142-143), 2009年は
統計資料(12:160-162), 2010年は統計資料(13:165-167), 2011年は統計資料(41:177-179), 2012年は統計資料(42:187-189), 2013〜2014年は統計資料(43:209)を参照した。 
333 本表を作成するににあたって、2000~2005年は統計資料(29:146), 2007年は統計資料(10:151), 2008年は統計資料(11:168), 2009年は統計資料(12:194), 2010年は統計資料(13:199), 2011年は
統計資料(41:213), 2012年は統計資料(42:223), 2013〜2014年は統計資料(43:242)を参照した。 
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表 37、表 38 から明らかなように、ベラルーシ国内の高等教育機関においてベラルーシ語のみで










ベラルーシ国立大学 (Беларускі дзяржаўны ўніверсітэт) 1機関 
ベラルーシ語とロシア語による教育を行っている高等教育機関	
イヴァン・シャミャーキン記念マズィリ国立教育大学 (Мазырскі дзяржаўны педагагічны ўніверсітэт імя І.П.Шамякіна) 
バラナヴィチ国立大学 (Баранавіцкі дзяржаўны ўніверсітэт) 
フランツィシュク・スカルィナ記念ホメリ国立大学 (Гомельскі дзяржаўны ўніверсітэт імя Францыска Скарыны) 
ベラルーシ共和国大統領府附属行政アカデミ (ーАкадэмія кіравання пры прэзідэнце Рэспублікі Беларусь) 
ベラルーシ国立音楽アカデミ  ー (Беларуская дзяржаўная акадэмія музыкі) 
ベラルーシ国立芸術アカデミ  ー (Беларуская дзяржаўная акадэмія мастацтваў) 
ベラルーシ国立農業アカデミ  ー (Беларуская дзяржаўная сельскагаспадарчая акадэмія ) 
ベラルーシ国立文化芸術大学 (Беларускі дзяржаўны ўніверсітэт культуры і мастацтва) 
ミンスク国立無線工学カレッジ (Мінскі дзяржаўны вышэйшы радыётэхнічны каледж) 
ヤンカ・クパーラ記念フロドナ国立大学 (Гродзенскі дзяржаўны ўніверсітэт імя Янкі Купалы) 
10機関 
ベラルーシ語とロシア語による教育、ロシア語による教育を行っている高等教育機関	
アルカージ・クリャショウ記念マヒリョウ国立大学 (Магілёўскі дзяржаўны ўніверсітэт імя А.А.Куляшова) 
アレクサンドル・プーシキン記念ブレスト国立大学 (Брэсцкі дзяржаўны ўніверсітэт імя А.С.Пушкіна) 
ピョートル・マシェロフ記念ヴィツェプスク国立大学 (Віцебскі дзяржаўны ўніверсітэт імя П.М. Машэрава ) 
フロドナ国立農業大学 (Гродзенскі дзяржаўны аграрны ўніверсітэт) 
ベラルーシ国立工学大学 (Беларускі дзяржаўны тэхналагічны ўніверсітэт) 
ベラルーシ・ロシア大学 (Беларуска-Расійскі ўніверсітэт) 
ポラツク国立大学 (Полацкі дзяржаўны ўніверсітэт) 
マクシム･タンク記念ベラルーシ国立教育大学 (Беларускі дзяржаўны педагагічны ўніверсітэт імя Максіма Танка) 
8機関 
ロシア語による教育のみを行っている高等教育機関 
ベラルーシ国立技術大学 (Беларускі нацыянальны тэхнічны ўніверсітэт) 
ベラルーシ国立情報科学・電気通信工学大学 (Беларускі дзяржаўны ўніверсітэт інфарматыкі і радыёэлектронікі) 
ベラルーシ国立運輸大学 (Беларускі дзяржаўны ўніверсітэт транспарту) 
ベラルーシ国立経済大学 (Беларускі дзяржаўны эканамічны ўніверсітэт) 
ブレスト国立技術大学 (Брэсцкі дзяржаўны тэхнічны ўніверсітэт) 
ヴィツェプスク国立工学大学 (Віцебскі дзяржаўны тэхналагічны ўніверсітэт) 
パーヴェル・スホイ記念ホメリ国立技術大学 (Гомельскі дзяржаўны тэхнічны ўніверсітэт імя П.В.Сухога) 
マヒリョウ国立食品大学(Магілёўскі дзяржаўны ўніверсітэт харчавання) 
アンドレイ・サハロフ記念国際国立環境大学 (Міжнародны дзяржаўны экалагічны ўніверсітэт імя А. Дз. Сахарава) 
ミンスク国立言語大学 (Мінскі дзяржаўны лінгвістычны ўніверсітэт) 
パレシエ国立大学 (Палескі дзяржаўны ўніверсітэт) 
ヴィツェプスク国立医学大学 (Віцебскі дзяржаўны медыцынскі ўніверсітэт) 
26機関 
                                            
334 本表を作成するにあたり統計資料(43:208-209)を参照した。 
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ホメリ国立医学大学 (Гомельскі дзяржаўны медыцынскі ўніверсітэт) 
フロドナ国立医学大学 (Гродзенскі дзяржаўны медыцынскі ўніверсітэт) 
ベラルーシ国立医学大学 (Беларускі дзяржаўны медыцынскі ўніверсітэт) 
ベラルーシ共和国内務省アカデミ  ー (Акадэмія Міністэрства ўнутраных спраў Рэспублікі Беларусь) 
マヒリョウ内務省大学 (Магілёўскі інстытут Міністэрства ўнутраных спраў) 
ベラルーシ共和国非常事態省司令官・技師大学 (Камандна-інжынерны інстытут МНС Рэспублікі Беларусь) 
ホメリ非常事態省技師大学	(Гомельскі інжынерны інстытут МНС) 
ベラルーシ共和国陸軍アカデミ 	ー(Ваенная акадэмія Рэспублікі Беларусь) 
ベラルーシ国立農業技術大学 (Беларускі дзяржаўны аграрны тэхнічны ўніверсітэт) 
ヴィツェプスク国立獣医学アカデミ  ー (Віцебская дзяржаўная акадэмія ветэрынарнай медыцыны) 
ベラルーシ国立体育大学 (Беларускі дзяржаўны ўніверсітэт фізічнай культуры) 
国立高等情報通信カレッジ(Вышэйшы дзяржаўны каледж сувязі) 
ミンスク国立高等航空カレッジ (Мінскі вышэйшы дзяржаўны авіяцыйны каледж) 




国際人文経済大学 (Міжнародны гуманітарна-эканамічны інстытут) 
消費経済組合ベラルーシ貿易経済大学 (Гандлёва-эканамічны ўніверсітэт спажывецкай кааперацыі) 
2機関 
ロシア語による教育のみを行っている高等教育機関	
アリャクサンドル・シロカウ記念現代学術大学 (Інстытут сучасных ведаў імя А.М.Шырокава) 
議会政治・企業大学 (Інстытут парламентарызму і прадпрымальніцтва) 
企業活動大学 (Інстытут прадпрымальцкай дзейнасці) 
経営・企業私立大学 (Прыватны інстытут кіравання і прадпрымальніцтва) 
ベラルーシ法科大学 (Беларускі інстытут правазнаўства) 
ミンスク経営大学 (Мінскі ўніверсітэт кіравання) 








	 アンケート調査は、2013 年の4 月及び9 月にベラルーシ共和国の首都ミンスクで実施した。調査
対象としたのは大学生を中心とするミンスク在住の若者で、152 人から有効回答を得ることができ
た。152 人のうち 36 名は 1980 年代生まれ、116 名が 1990 年代生まれであった。また、民族的出自




た。ただし一部は、知人経由でアンケート用紙の記入を依頼し、一部はE メール及びSNS を使って 



















全体	 119 (78.3%) 123 (80.9%) 136 (89.5%) 
ベラルーシ人	 117 (85.4%) 114 (83.2%) 127 (92.7%) 
※括弧内は回答者全員、あるいはベラルーシ人回答者に占める該当の回答の割合を示す。 
 

























全体	 70 (46.1%) 57 (37.5%) 7 (4.6%) 1 (0.6%) 13 (8.5%) 4 (2.6%) 


















表43  ③自分の子供とは何語で話そうと思うか（人数） 








その他の言語 その他 未定、不明 
全体 23 (15.1%) 49 (32.2%) 43 (28.3%) 8 (5.3%) 2 (1.3%) 8 (5.3%) 7 (4.6%) 12 (7.9%) 
ベラルーシ人 22 (16.1%) 40 (29.2%) 41 (29.9%) 8 (5.8%) 2 (1.5%) 7 (5.1%) 6 (4.4%) 11 (8.0% ) 
※括弧内は回答者全員、あるいはベラルーシ人回答者に占める該当の回答の割合を示す。 
 






















































	 キエフ・ルーシ期のベラルーシ地域は、その大部分が 9 世紀後半に成立したキエフ・ルーシの版













るリガ及びゴットランドとの間の契約文書』(Дагаворная грамата смаленскага князя Мсціслава 
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Давыдавіча з Рыгай і Гоцкім берагам)は、ベラルーシ語の諸特徴を明白に示す現存する最古の文献と
して知られている。 



















































	 第 2 章では、統計資料に基づき現代ベラルーシ社会におけるベラルーシ語の普及の実態について
国民と社会の両側面から明らかにした。具体的には、国勢調査と民間の社会調査に関する統計資料

































(Мечковская 2011:209 他)という言語状況が、少なくとも住民の言語意識のレベルでは裏付けられた。 
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Радыё Свабода. (13.06.2014) “У Берасьці шукаюць дзяцей у беларускамоўную клясу” 
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第12条 大会、会議、その他のフォーラムの言語 第11条 大会、会議、その他のフォーラムの言語 
第13条 人民代議員の選挙における文書の言語 第12条 
議員及びその他国民によって国家職務に選ばれる
者の選挙における文書の言語 
第14条 サービス分野の言語 第13条 サービス分野の言語 
第15条 訴訟手続きの言語 第14条 訴訟手続きの言語 
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第17条 公証人役場の言語 第16条 公証人役場の言語 
第18条 調停業務の執行言語  (削除) 
第19条 検察機関の言語 第17条 検察機関の言語 
第20条 法律相談の言語 第18条 法律相談の言語 
第21条 国際条約と国際協定の言語 第19条 国際条約の言語 
 (該当無し) 第20条 
ベラルーシ共和国の軍隊及びその他戦闘部隊にお
ける言語 
第 3 章 
教育、学術、文化における言語 
第 3 章 
教育、学術、文化における言語 
第22条 民族語による養育と教育を受ける権利 第21条 民族語による養育と教育を受ける権利 
第23条 就学前児童教育機関の養育言語 第22条 就学前児童教育機関の養育言語 
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情報と通信における言語 
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第34条 地名及び地図出版物における言語 第32条 地名及び地図出版物における言語 
第35条 個人名の言語 第33条 個人名の言語 
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クセントの前であっても後ろであってもеを綴る(велізарны, ваенізацыя, невысокі)。 
   この変更は変化せずに残っている非アクセント音節における語源的なя、及び語末のяに対しては適用しな
い(ярына, памяць, рэволюцыям)。 
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2.	 не及びбезは、独立して置かれる場合は常にеを介して書かれる。 
3.	 地名を除き、語頭のアクセント母音о及びуの前では常にвを綴る(восень, вучань, вобраз, ただし: Орша, 
Ула)。非アクセントのуの前でвを綴るのは、そのуが付加音ではなくまたвから発達したものでない場合で
ある(вучыцца, ただし: урад, улада, увага, участак, удзел)。 
 
子音の正書法	
4.	 軟子音間の軟音記号は綴りから削除する。例えばсвет, снег, след, зняць, дзверы, цвёрды. 軟音記号は、硬子
音の前でも軟音記号が綴られる単語においては軟子音の前でも保持される(пісьмо, на пісьмеなど)。 
5.	 長子音間の軟音記号も削除する。例えばнасенне, галлё, калоссе, жыццё, ただしлье。 
	 唇音の子音及びрは長音化させない(давер’е, сям’я, б’ецца)。 
	 長音化したдзは綴りにおいてはддзと書き表す(суддзя, разводдзе)。 
6.	 語根のдがそれに続く接尾辞のсという音と結合する際は、сを変更させずに保持する(гарадскі, грамадскі)。 
7.	 地名における г, к, хはш, ж, цへ変化しない(выбаркі, цурыхскі, узбекскі, маздокскі)。ベラルーシ語(固有)の単
語における接尾辞のсの前のжとшは書かない(мноства, прыгоства, таварыства, хараство)。 
8.	 子音をそれに続く母音と分離して発音することを示すためには常にアポストロフィを書く(аб’ява, з’ява, 
суб’ект, кан’юнктура, Лавуаз’е)。この規則の例外は軟音記号の後に書かれるлである(Ільіч, Васільеў, рэльеф, лье)。 
 
外国語由来の語の正書法	
9.	 インターナショナル革命についての単語はア音化に関する一般規則に従わせない: рэволюцыя, совет, 
большэвік, комуна, соцыялізм, комунізм, Комінтэрн, пролетарый. これ以外の外来語の単語におけるоはаによっ
て書き表す。ただしе(э)は保持される(прафесар, маналог, тэлеграф)。 
10.	 外来語のе(э)は子音の後ろではеによって書き表す。д及び тの後ろで外来語のе(э)を эによって書き表す
場合は除く(методыка, геаграфія, педагог, эпапея, эстафета, фанетыка, ただし: дэлегат, матэрыялізм, тэатр)。 
	 古い借用語におけるе(э)は、аあるいはяによって書き表される(гандаль, характар, літаратура, адрас, сакратар)。 
11.	 l(л)を伴う外国語由来の単語は、ベラルーシ語の綴りにおいては、ベラルーシ・ソヴィエト社会主義共和
国に普及している伝統的な発音に則って、すなわち硬音で書き表す: метал, бензол, алмаз, вулкан, балкон, Алтай, 
Балтыка, Балканы, малекула, фабула, формула, аэраплан, бланк, клас, дацэнт, лафет, план, пагіят, платформа, 
пракламацыя, план, апладысменты, блок, глобус, дыплом, кіло, кілограм, калонія, лакамабіль, пілот, блуза, клуб, 
лупа.  
	 ただし、生きた言語(使用)の中で外来語の l(л)が軟らかく発音されている場合は軟音の л を書く: бінокль, 
аўтамабіль, мараль, стыль, вадэвіль, педаль, дэталь, альфа, альт, асфальт, астаралябія, пляж, ляпсус, ляпіс, алюміній, 
ілюмінацыя, люк, плюс, валюта, абсалютызм, люстра. 
	 一貫して軟音の л を綴るのは-ляваць, -люцыя, -ляр, -лярны, -лятар, -льны との組み合わせにおいてである: 
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фармуляваць, ізаляваць, рэволюцыя, эвалюцыя, перпендыкуляр, капілярны, палярны, рэгулятар, акумулятар, 
кампілятар, актуальны, універсальны. 
	 外国語からの単語では、сと зの後ろは常に іを綴る: марксізм, сістэма, фізіка, універсітэт, ただしмузыка.  
12.	 外国語の th(т)、ギリシャ語の θ (シータ)は主に ф によって書き表される: арыфметыка, арфагрофія, 
лагарыфмы, пафас, міф, Афіны, кафедра, ただしтэатр, тэзіс, тэорыя, метад.  
13.	 外国語の f(ф)、ギリシャ語のφ(ファイ)はあらゆる場合において ф によって書き表される: форма, фунт, 
фантазія, тыф, торф, фабрыка. 
14.	 外来語由来の語の語末におけるтрあるいはдрという結合は変更無く書き表される: метр, літр, барометр, 
дыяметр. 
15.	 外国語由来の語で、пролетарый, барый, алюмінійのようにかつてы, іという語尾と共に、あるいは全く語
尾なしで綴られていた語は-ый, -ійという語尾と共に綴り、ベラルーシ語の名詞майといった語と同様に変化さ
せる。 
16.	 комуніст, соцыяліст, марксістといった語は語尾ыなしで綴り、形容詞のように(комуністага, комуністаму)





a) ア音化について(э, еは保持したままで): Чэрнышэўскі, Шэўчэнка, Плеханаў, Жэлезноў, Ноўгарад, Егор’еўск; 
б) 絶対硬子音の後ろの母音の綴りについて: Чэлябінск, Жытомір, Чыстаполь, Чэрэпавец; 
в) 子音д, тが他の言語において軟音として現れる場合のヅェ音化、ツェ音化について(Дзержынскі, Владзівасток, 
Дзюрынг); 
г) 音節末のвのўへの転換についての規則; Молатоў, Варашылаў, Кіеў, Каўказ. 
д) 外国語の名前、地名は非省略形の綴りにおいてもまた省略形の綴りにおいても翻訳しない: 語頭のО, В, Т, 











18.	 男性名詞は単数生格形において主に語尾-а, -яと共に綴られる: завода, цэха, трактара, інстытута, соцыялізм, 
універсітэта, правапіса, ただしжалю, болю, гаю, лесу, краю, цэменту. 
19.	 男性名詞及び中性名詞の複数形与格及び複数形前置格の併存している語形ом, охは削除する; кіраўнікам, 
аб кіраўніках, братам, аб братах, гарадам, аб гарадах, плячам, аб алячах. 
20.	 数詞 дваと дзве, абодваと абодзвеの従属する格は統一する: ３つの全ての性について以下のように綴る: 
двух, абодвух; двум, абодвум; двума, абодвума; на двух, на абодвух  
21.	 動詞の二人称複数現在形における併存形-яцеと-іцеは削除する。以下のようにのみ書く: працуеце, чытаеце, 
ідзеце, вядзеце, нясеце 
22.	 複数命令形以下のようにのみ書く: станьма, кіньма, станьце, кіньце, бярыце, нясіце 
23.	 ベラルーシ語正書法に能動形動詞を導入する(特にそれらが社会的な意味を表す場合): 例えば пануючая 






















	 BSSR 人民委員会議は、1933 年8 月26 日付けのBSSR 人民委員会議決定「ベラルーシ語正書法の
変更と簡素化について」(З.З.БССР 1933г. за №33, паст.230)に以下のような補足と訂正を行うことを
決定する。 
  
1. 第9 条を以下の案で書き換える 
	 9. 次のインターナショナル革命についての単語はア音化に関する一般規則に従わせず、оによっ
て書き表す: рэволюцыя, совет, большэвік, комуна, соцыялізм, комунізм, Комінтэрн, комсамол, 
пролетарый, піонер及びこれらの単語から作られる全ての派生語と新語、単語“Профінтэрн338” 。こ
れ以外の外来語の単語におけるоは аによって書き表す(маналог)。ただし е (э)は保持される
(прафесар, тэлеграф)。 
 
2. 第17 条の項目дを以下の案で書き換える 
д) 外国語の名前と名字、地名は非省略形の綴りにおいてもまた省略形の綴りにおいても翻訳しな
い: 語頭のО, В, Т, Счは全ての名字と地名においてО, В, Т, Счによって書き表す; Владзімір Ільіч 
Ленін, В. І. Ленін, Іосіф Вісарыёнавіч Сталін, І. В. Сталін, Орджонікідзе, Терэхаў, Терэк, Терэхоўка, 
Владзікаўказ, Владзімірскі, Твер. 
 











                                            
338「赤色労働組合インターナショナル」の意。 
